
２ 第５期障害福祉計画に係る基本指針について 

 

（１）これまでの議論の経緯等について 

 市町村・都道府県の障害福祉計画は、現行の第４期計画の計画期間が平成

29 年度末までであること、また、児童福祉法の改正により、都道府県・市町

村において障害児福祉計画を定めるものとされたことから、平成 30 年度を初

年度とする第５期計画の作成に係る基本指針の見直しについて、昨年 10 月か

ら社会保障審議会障害者部会で議論を重ね、去る１月６日に開催された障害者

部会において、見直しの方向性について、了承されたところである。 

 なお、基本指針の告示については、パブリックコメント等の手続を経た上で、

今年度末を目処に行う予定であるのでご了知願いたい。 

  

◎第５期計画に係る基本指針の主な内容 

【主なポイント】 

○ 地域における生活の維持及び継続の推進 

○ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

○ 就労定着に向けた支援 

○ 障害児のサービス提供体制の計画的な構築 

○ 地域共生社会の実現に向けた取組 

○ 発達障害者支援の一層の充実 

 

【成果目標に関する事項】 

○ 施設入所者の地域生活への移行（継続） 

○ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（項目の見直し） 

○ 地域生活支援拠点等の整備（継続） 

○ 福祉施設から一般就労への移行（拡充） 

○ 障害児支援の提供体制の整備等（新規） 

 

【その他】 

○ 障害者虐待の防止、養護者に対する支援 

○ 障害を理由とする差別の解消の推進 

○ 難病患者への一層の周知 

○ 意思決定支援、成年後見制度の利用促進の在り方 等 

 

（２）基本指針見直しの主なポイント 

 【地域における生活の維持及び継続の推進】 

○ 地域における生活の維持及び継続の推進を図るため、地域生活支援拠点

等の整備を一層進めること及び、「相談支援の質の向上に向けた検討会」

における議論のとりまとめを踏まえ、基幹相談支援センターの設置促進に

向け、都道府県において基幹相談支援センターが設置されていない市町村
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に対し、積極的な働きかけを行うこと等について、基本指針に追記を行う。 

 

【精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築】 

○ 精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすること

ができるよう、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指

すこと等について、基本指針に追記を行う。 

 

 【就労定着に向けた支援】 

  ○ 就業に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・家族との連絡調整

等の支援を行う就労定着支援のサービスが創設されることを踏まえ、職場

定着率を成果目標に追加する。 

 

 【障害児のサービス提供体制の計画的な構築】 

  ○ 平成 28 年５月に成立した障害者総合支援法及び児童福祉法の一部を改

正する法律において、市町村及び都道府県に対し障害児福祉計画の作成を

義務付けられることとなったため、児童発達支援センターを中心とした地

域支援体制を構築することや、医療的ニーズへの対応を目指し、医療的ケ

ア児支援のための保健・医療・障害福祉・保育・教育等の関係機関の協議

の場の設置等について、基本指針に追記を行う。 

 

 【地域共生社会の実現に向けた取組】 

  ○ 全ての人々が地域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合うことがで

きる地域共生社会の実現に向け、住民団体等による、法律や制度に基づか

ない活動への支援等を通じ、地域住民が主体的に地域づくりに取組むため

の仕組み作りや、専門的な支援を要する者に対して、各関連分野が共通の

理解に基づき協働する、包括的かつ総合的な支援体制の構築に向けた取組

を計画的に推進すること等について、基本指針に追記を行う。 

 

 【発達障害者支援の一層の充実】 

  ○ 地域の実情に応じた発達障害者支援の体制整備を計画的に図るため、発

達障害者支援地域協議会設置が重要であることや、可能な限り身近な場所

において、必要な支援を受けられるよう発達障害者支援センターの複数設

置等の適切な配慮を行うこと等について、基本指針に追記を行う。 

 

（３）成果目標に関する事項 

 基本指針第二における成果目標については、直近の状況等を踏まえて見直し

を行うとともに、従来の「入院中の精神障害者の地域生活への移行」を変え、

精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができ

るよう、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」という成果目標を掲

げ、成果目標の追加・変更を行う。更に就労定着支援や障害児支援の提供体制

- 17-



の整備に関し、新たに成果目標を設定することとしている。 

 

◎成果目標の見直しの概要 

【施設入所者の地域生活への移行（継続）】 

○ 現在の基本指針では、 

・ 平成 25 年度末時点の施設入所者数の 12％以上が平成 29 年度末までに

地域生活に移行することを基本とする。 

・ 平成 25 年度末時点の施設入所者数を平成 29 年度末までに４％以上削

減することを基本とする。 

としている。 

 

○ 新しい基本指針では、基準となる時点を平成 25 年度末時点から平成 28

年度末時点へ変更するとともに、障害者の高齢化・重度化の状況等を踏ま

えて、平成 32 年度末における成果目標の設定を次のとおりとする。 

 

① 施設入所者の地域生活への移行 

平成 28 年度末時点の施設入所者数の９％以上が地域生活へ移行するこ

とを基本とする。 

② 施設入所者の削減 

平成 28 年度末時点の施設入所者数の２％以上削減することを基本とす

る。 

 

【精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（項目の見直し）】 

○ 現在の基本指針では、 

・ 平成 29 年度における入院後３ヶ月時点の退院率を 64％以上とすること

を基本とする。 

・ 平成 29 年度における入院後１年時点の退院率を 91％以上とすることを

基本とする。 

・ 平成 29 年６月末時点の長期在院者数を平成 24 年６月末時点の長期在

院者数から 18 パーセント以上削減することを基本とする。 

としている。 

 

○ 新しい基本指針では、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムを構

築するため、新たに平成 32 年度末における成果目標の設定を次のとおり

とする。 

  

① 障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場の設

置状況 

平成 32 年度末までに全ての障害保健福祉圏域ごとに保健・医療・福

祉関係者による協議の場を設置することを基本とする。 
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② 市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置状況 

平成 32 年度末までに全ての市町村ごとに保健・医療・福祉関係者に

よる協議の場を設置することを基本とする。市町村単独での設置が困難

な場合には、複数市町村による共同設置であっても差し支えない。 

 

③ 精神病床における１年以上長期入院患者数（65 歳以上、65 歳未満） 

平成 32 年度末の精神病床における１年以上長期入院患者数（65 歳以

上、65 歳未満）を、国が提示する推計式を用いて設定する。 

※なお、平成 32 年度末の精神病床における１年以上長期入院患者数の

全国の目標値は、平成 26 年と比べて 3.9 万人から 2.8 万人減少にな

る見込みである。 

 

④ 精神病床における早期退院率（入院後３か月時点、６か月時点、１年

時点） 

平成 32 年度における入院後 3 か月時点の退院率を 69％以上、6 か月時

点の退院率を 84％以上、１年時点の退院率を 90％以上とすることを基本

とする。 

 

【地域生活支援拠点等の整備（継続）】 

○ 現在の基本指針では、 

・ 平成 29 年度末までに各市町村又は各圏域に少なくとも一つを整備す

ることを基本とする。 

としている。 

 

○ 新しい指針では、現在、地域生活支援拠点等の整備が必ずしも進んでい

ない状況に鑑み、現行の成果目標を維持し、平成 32 年度末における成果

目標の設定を次のとおりとする。 

・ 平成 32 年度末までに各市町村又は各圏域に少なくとも一つを整備す

ることを基本とする。 

 

【福祉施設から一般就労への移行（拡充）】 

○ 現在の基本指針では、 

・ 平成 29 年度中に平成 24 年度実績の２倍以上が福祉施設から一般就労

へ移行することを基本とする。 

・ 平成 29 年度末における就労移行支援事業の利用者数を平成 25 年度末

の利用者数から６割以上増加することを目指す。 

・ 平成 29 年度末において就労移行支援事業の利用者のうち就労移行率

が３割以上の事業所を全体の５割以上とすることを目指す。 

としている。 
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○ 新しい基本指針では、直近の状況等を踏まえて、平成 32 年度末におけ

る成果目標の設定を次のとおりとする。 

 

①  平成 32 年度中に平成 28 年度実績の 1.5 倍以上が福祉施設から一般就

労へ移行することを基本とする。 

②  平成 32 年度末における就労移行支援事業の利用者数を平成 28 年度末

の利用者数から２割以上増加することを目指す。 

③  平成 32 年度末において就労移行支援事業の利用者のうち就労移行率

が３割以上の事業所を全体の５割以上とすることを目指す。 

④ 就労定着支援による支援開始１年後の職場定着率を８割以上とする

ことを基本とする。 

 

【障害児支援の提供体制の整備等（新規）】 

○ 平成 28 年５月に成立した障害者総合支援法及び児童福祉法の一部を改

正する法律において、市町村及び都道府県に対し障害児福祉計画の作成を

義務付けられることとなった。そのため、基本指針に障害児支援の提供体

制の確保に関する成果目標の設定を次のとおりとする。 

 

① 平成 32 年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくと

も１カ所以上設置することを基本とする。なお、市町村単独での設置が

困難な場合には、圏域での設置であっても差し支えない。 

② 平成 32 年度末までに、すべての市町村において、保育所等訪問支援

を利用できる体制を構築することを基本とする。 

③ 平成 32 年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支   

援事業所及び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１

カ所以上確保することを基本とする。なお、市町村単独での確保が困難

な場合には、圏域での確保であっても差し支えない。 

④ 医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、平成 30 年度末まで

に、各都道府県、各圏域及び各市町村において、保健、医療、障害福祉、

保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の場を設けることを基

本とする。なお、市町村単独での設置が困難な場合には、都道府県が関

与した上での、圏域での設置であっても差し支えない。 

 

（４）その他の見直し 

 その他の見直しとして、下記の事項等について、基本指針に記載する。 

 

【障害者虐待の防止、養護者に対する支援】 

① 都道府県及び市町村においては、相談支援専門員やサービス管理責任

者、児童発達支援管理責任者等に対し、常日頃から虐待防止に関する高

い意識を持ち、障害者等及び養護者の支援に当たるとともに、虐待の早
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期発見と通報を行うことを求めること。 

② 指定障害福祉サービス事業所等及び指定通所支援事業所等の設置

者・管理者に対し、虐待防止研修の受講を徹底するとともに虐待防止委

員会の設置を促すなどの指導助言を継続的に行うこと。 

③ 都道府県及び市町村は、相談支援事業者に対し、訪問による相談支援

の機会等を通じた虐待の早期発見及び市町村との連携の重要性について

周知を図ること。 

④ 市町村は、虐待を受けた障害者等の保護及び自立の支援を図るため、

一時保護のために必要な居室の確保のために地域生活支援拠点を活用す

るとともに、都道府県は、必要に応じて、一時保護のために必要な居室

の確保について市町村域を超えた広域的な調整を行うこと。 

⑤ 指定障害児入所支援については、児童福祉法に基づき、被措置児童等

虐待対応が図られるが、指定障害福祉サービス事業所等及び指定通所支

援事業所等と同様に、入所児童に対する人権の擁護、虐待の防止等のた

め、職員に対する研修等の実施が必要であること。 

 

【障害を理由とする差別の解消の推進】 

① 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の対象となる障害

者はいわゆる障害者手帳の所持者に限られないこと。 

② 都道府県及び市町村は、障害を理由とする差別の解消を妨げている諸

要因の解消を図るための啓発活動などを行う必要があること。 

 

【難病患者への一層の周知】 

① 特定医療費の支給認定を行う都道府県や難病患者等の相談に応じる

難病相談支援センター等において、それぞれの業務を通じて難病患者本

人に対して必要な情報提供を行う等の取組により、障害福祉サービス等

の活用が促されるようにすること。 

② 都道府県等は、相談支援専門員に向けた研修を行うに当たっては、難

病患者や重症心身障害児者、医療的ケア児等の障害者の特性に応じた適

切な支援についても十分に理解が図られるようなものとすること。 

 

【意思決定支援、成年後見制度の利用促進の在り方】 

① 都道府県は、意思決定支援の質の向上を図るため、相談支援専門員や

サービス管理責任者の研修等の機会を通じて、意思決定支援ガイドライ

ンを活用した研修を実施するとともに、事業者や成年後見の担い手を含

めた関係者に対する普及を図るよう努めること。 

② 市町村等が成年後見制度の利用促進に関する施策を講じるに当たっ

ては、平成 29 年度以降に各市町村において作成に努めることとされてい

る市町村成年後見制度利用促進基本計画との整合性が保たれるようにす

ることが望ましいこと。 
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第５期障害福祉計画に係る国の基本指針の見直しについて

「基本指針」（大臣告示）は、障害福祉施策に関する基本的事項や成果目標等を定めるもの。今年度中に新たな指針を示す。
都道府県・市町村は、基本指針に即して３か年の「障害福祉計画」を策定。次期計画期間はH30～32年度

２．基本指針見直しの主なポイント

１．基本指針について

① 施設入所者の地域生活への移行

・地域移行者数：H28年度末施設入所者の９％以上

・施設入所者数：H28年度末の２％以上削減

※ 高齢化・重症化を背景とした目標設定

② 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築【項目の見直し】

・保健・医療・福祉関係者による協議の場（各圏域、各市町村）の設置

・精神病床の1年以上入院患者数：14.6万人～15.7万人に

（H26年度末の18.5万人と比べて3.9万人～2.8万人減）

・退院率：入院後3ヵ月 69％、入院後6ヵ月84％、入院後１年90％

（H27年時点の上位10%の都道府県の水準）

③ 地域生活支援拠点等の整備

・各市町村又は各圏域に少なくとも１つ整備

④ 福祉施設から一般就労への移行

・一般就労への移行者数： H28年度の１．５倍

・就労移行支援事業利用者：H28年度の２割増

・移行率３割以上の就労移行支援事業所：５割以上

※ 実績を踏まえた目標設定

・就労定着支援１年後の就労定着率：80％以上（新）

⑤ 障害児支援の提供体制の整備等【新たな項目】

・児童発達支援センターを各市町村に少なくとも1カ所設置

・保育所等訪問支援を利用できる体制を各市町村で構築

・主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所、放課後等デイ
サービスを各市町村に少なくとも１カ所確保

・医療的ケア児支援の協議の場（各都道府県、各圏域、各市町村）の設
置（H30年度末まで）

・障害者虐待の防止、養護者に対する支援 ・難病患者への一層の周知 ・障害者の芸術文化活動支援

・障害を理由とする差別の解消の推進 ・意思決定支援、成年後見制度の利用促進の在り方 等

・ 地域における生活の維持及び継続の推進 ・ 就労定着に向けた支援 ・ 地域共生社会の実現に向けた取組
・ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 ・ 障害児のサービス提供体制の計画的な構築 ・ 発達障害者支援の一層の充実

３．成果目標（計画期間が終了するH32年度末の目標）

４．その他の見直し

2,311 2,376 2,733 3,310 3,008 3,309 3,337 

1,427 1,265 
1,421 

1,329 1,327 
1,479 1,380 

2,578 2,257 1,896 1,272 1,369 1,140 1,224 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H27H26H25H24H23H22H21

障害者支援施設の退所者数の推移

地域移行(※) 他の入所施設へ転所 入院・死亡 その他

7,077 6,828 6,717 6,876 6,667 6,415
7,311

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

総数 7077 6828 6717 6876 6667 6415 7311

就職 541 393 418 642 500 438 404

家庭復帰 1511 1448 1201 1153 1243 1016 966

他の社会福祉施設等へ転所 2665 2947 2716 2844 2411 2187 2368

うち自宅・GH・CH 1285 1468 1389 1515 990 922 941

入院 400 353 408 394 607 775 880

死亡 824 787 961 878 1289 1482 1698

その他 1136 900 1013 965 617 517 995

（※）「地域移行」・・・「就職」「家庭復帰」「他の社会福祉施設等への転所のうち、自宅・GH・CHへの入所者」の計
(出典）社会福祉施設等調査（公表前年１０月１日～公表年９月３０日）

施設入所者の退所数の推移について（参考データ）

〇 障害者支援施設からの退所者数は、年間7,000人前後で推移。
〇 入所者の高齢化、重度化が進んでいる。

・65才以上障害者が増加 23,263人（構成比17.3％）（H25.3）→ 27,835人（構成比21.2％）（H28.3）
・支援区分６（最重度）が増加 49,654人（構成比37.4％）（H25.3）→ 60,864人（構成比46.4％）（H28.3）

〇 退所理由として、「入院・死亡」が増加する一方で、「施設からの地域移行（就職、家庭復帰、自宅・GH・CH
への住み替え）」は減少傾向にある。

入院・死亡

地域移行
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急性期入院需要

5.7万人

急性期入院需要

5.8万人

急性期入院需要

5.8万人

回復期入院需要

4.6万人
慢性期入院（１年以上の長期入院）需要

18.5万人

回復期入院需要

4.9万人
慢性期入院（１年以上の長期入院）需要

14.6～15.7万人

回復期入院需要

5.0万人
慢性期入院（１年以上の長期入院）需要

9.7～11.6万人

政策効果によ
る地域移行数
4.6～3.5万人

政策効果による地域移行数

9.8～7.9万人

Ｈ26年度末

Ｈ32年度末

Ｈ36年度末
（2025年）

▲ 3.9～ 2.8万人

平成36年度末（2025年）までの政策効果の見込みの内訳

28.9万人

政策 地域移行する長期入院患者数の見込み（政策効果）

① 地域移行を促す基盤整備 継続的な入院治療を要する長期入院患者（認知症除く）以外
（長期入院患者（認知症除く）の30～40%）

6.2～4.7万人

② 治療抵抗性統合失調症治療薬の普及 継続的な入院治療を要する長期入院患者（認知症除く）の25～30％ 2.8～2.7万人

③ 認知症施策の推進 認知症による長期入院患者の13～19% 0.8～0.5万人

29.9万人

30.4万人

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた目標設定

政策効果を見込まない将来の入院需要を推計し、①「地域移行を促す基盤整備」、②「治療抵抗性統合失調症
治療薬の普及」、③「認知症施策の推進」による政策効果を差し引いて、入院需要の目標値を設定

▲8.8～6.9万人

合計 9.8～7.9万人

入院需要
（政策効果なし）

（参考資料） 成果目標関係
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目標値
第１～２期

（平成18～23年度）
第３期

（平成24～26年度）
第４期

（平成27～29年度）
第５期

（平成30～32年度）

基本指針
１０％

（平成17年10月１日～
23年度末（6.5年間））

３０％
（平成17年10月1日～

26年度末（9.5年間））

１２％
（平成25年度末～

29年度末（4年間））

９％
（平成28年度末～

32年度末（4年間））

都道府県
障害福祉計画

１４．５%
（平成17年10月１日～
23年度末（6.5年間））

２５．２％
（平成17年10月１日～
26年度末（9.5年間））

１２．０％
（平成25年度末～
29年度末（4年間）

―

14,098 

19,430

24,277
29,113 

34,526
36,928

39,238 
41,306

43,686 
46,203 

48,865 
51,681 

54,658

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

Ｈ17 H20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 H32

平成21～23年度は10月１日数値、24年度～27年度は３月末数値。28年度以降（括弧書き）は推計。（出典：施設入所者の地域生活の移行に関する状況調査）

地域移行率 8.4％(H28年度末施設入所者比)
地域移行 1.1万人(H28年度末～32年度末)

施設入所 13.0万人(H28年度末)

基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値

(80,549)

(74,217)

(68,062)

(62,079)

(56,263)
(50,610)

(45,115)
(39,774)平成17年10月１日から

24年度末の伸び率の平均

第4期実績 3.3％(H27年度末時点)
地域移行 0.4万人

(H26年度0.2万人,H27年度0.2万人)
施設入所13.2万人(H25年度末)

目標値①（従前ベース）

目標値②（直近ベース）

新推計
(直近３年の増加率で推移)

従来推計

第５期第４期第３期第２期

①施設入所者の地域生活移行者数の推移について（参考データ）

施設入所者の地域生活移行者数の推移

(+2,978)
(+2,815)

(+2,662)
(+2,517)

(+2,380)
(+2,068)(+2,310)

(+2,402)
(+5,413)

(+4,836)

(+4,847)
(+5,332)

(+4,754)

年平均増加率 5.8％
（直近3年）

144,425 

139,851 139,859 

136,653 

134,247 

131,061 131,035 

130,330 

（128,408）
（126,988）

（125,606）
（124,239）

（122,887）

110,000

115,000

120,000

125,000

130,000

135,000

140,000

145,000

150,000

Ｈ17 H20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 H31 H32

（132,763）
（131,295）

（129,843）

129,966 129,603 129,241 128,880 128,520

年平均削減率 ▲0.3％
（直近3年）

平成17年10月１日～24年度
末の削減率の平均（※）

▲1.1％

目標値①（従前ベース）

目標値②（直近ベース）

従来推計

第５期第４期第３期第２期

新推計（直近伸率ベース）

目標値
第１～２期

（平成18～23年度）

第３期
（平成24～26年度）

第４期
（平成27～29年度）

第５期
（平成30～32年度）

基本指針
▲７％

（平成17年10月１日～
23年度末（6.5年間））

▲10％
（平成17年10月1日～

26年度末（9.5年間））

▲４％
（平成25年度末～

29年度末（４年間））

▲２％
（平成28年度末～

32年度末（４年間））

都道府県
障害福祉計画

▲8.4%
（平成17年10月１日～
23年度末（6.5年間））

▲15.4%
（平成17年10月１日～
26年度末（9.5年間））

▲3.8％
（平成25年度末～
29年度末（４年間）

―

基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値

・平成17年度、平成20～23年度は10月１日数値。24年度～27年度は３月末数値。28年度以降（括弧書き）は推計。

（出典： 国保連データ、社会福祉施設等調査、施設入所者の地域生活の移行に関する状況調査）

①施設入所者数の推移について（参考データ）

施設入所者数の推移
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①施設入所支援の利用者数の推移（年齢階級別）

○ 年齢階級別の利用者数について、28年３月時点の利用者数を25年３月時点の利用者数と比較すると、

18歳未満については11.3％減少、18歳以上20歳未満については1.6％減少、20歳以上30歳未満について

は15.5％減少、30歳以上40歳未満については22.1％減少、40歳以上50歳未満については4.1％増加、

50歳以上60歳未満については0.2％減少、60歳以上65歳未満については9.8％減少、65歳以上について

は19.7％増加している。

（出典：国保連データ）

124 129 130 110 

978 935 958 962 10,791 10,255 9,569 9,115 

23,079 21,011 19,385 17,987 

30,606 31,174 31,698 31,862 

28,594 28,156 28,372 28,525 

16,812 
16,253 15,645 15,169 

23,263 24,864 26,539 27,835 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

H25.3 H26.3 H27.3 H28.3

全体

６５歳以上

６０歳以上

６５歳未満

５０歳以上

６０歳未満

４０歳以上

５０歳未満

３０歳以上

４０歳未満

２０歳以上

３０歳未満

１８歳以上

２０歳未満

１８歳未満

134,247
132,777 132,296 131,565

（人）

①施設入所支援の利用者数の推移（障害支援区分別）

○ 障害支援区分別の利用者数について、28年３月時点の利用者数を25年３月時点の利用者数と比較すると、区分１については

57.6％減少、区分２については45.9％減少、区分３については35.4％減少、区分４については19.7％減少、区分５については

1.5％減少、区分６については22.6％増加している。

○ 障害種別でみると、28年３月時点の利用者数を26年３月時点の利用者数と比較すると、区分６については、身体障害者は

9.1％増加、知的障害者は21.3％増加、精神障害者は69.4％増加している。

630 527 369 267 
3,328 2,953 2,217 1,802 

13,179 12,138 10,030 8,513 

28,568 27,181 
25,013 22,942 

37,339 37,110 
37,069 

36,782 

49,654 52,105 57,158 60,864 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

H25.3 H26.3 H27.3 H28.3

全体

132,698 132,014 131,170131,856

300 210 153 

1,378 1,126 926 4,205 3,845 3,473 

5,890 5,702 5,314 

9,225 9,083 8,919 

19,609 20,671 21,399 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

H26.3 H27.3 H28.3

身体

40,607 40,637 40,184

195 133 93 

1,505 1,008 775 7,687 5,932 4,794 

21,074 
19,030 17,262 

27,752 
27,797 

27,589 

32,392 36,355 39,286 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

H26.3 H27.3 H28.3

知的

90,605
90,255 89,799

32 26 20 70 81 99 

240 249 241 

213 
276 

359 
130 

186 

270 

98 

125 

166 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H26.3 H27.3 H28.3

精神

793

943

1,155

■区分6

■区分5

■区分4

■区分3

■区分2

■区分1

単位：人
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①施設入所支援の利用者数の推移（年齢階級別×障害支援区分別）

○ いずれの年齢階級においても、区分６の利用者が増加している（ただし、30歳以上40歳未満を除く）。

○ 年齢階級別にみると、28年３月時点の利用者数を25年３月時点の利用者数と比較すると、区分６に

ついては、20歳以上30歳未満は10.9％増加、30歳以上40歳未満は2.3％減少、40歳以上50歳未満は

30.1％増加、50歳以上60歳未満は26.5％増加、60歳以上65歳未満は10.6％増加、65歳以上は

48.6％増加している。

（出典：国保連データ）

■区分6

■区分5

■区分4

■区分3

■区分2

■区分1

93 87 62 53 

318 285 205 147 
635 529 405 326 

2,355 2,185 
1,869 1,613 

3,258 
3,107 

2,846 
2,643 

3,844 
3,901 

4,095 
4,263 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H25.3 H26.3 H27.3 H28.3

20歳以上30歳未満

10,503 10,094
9,482

9,045

83 65 39 25 

435 371 258 207 
1,139 964 720 574 

4,918 4,264 
3,515 2,920 

6,975 
6,385 

5,810 
5,152 

9,278 
8,854 

8,984 
9,060 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H25.3 H26.3 H27.3 H28.3

30歳以上40歳未満

22,828
20,903

19,326
17,938

107 81 66 50 
643 

540 
401 320 1,673 1,520 1,213 1,015 

6,782 6,415 5,815 5,302 

8,886 9,056 9,179 9,149 

12,268 13,439 14,947 15,965 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H25.3 H26.3 H27.3 H28.3

40歳以上50歳未満

30,359 31,051 31,621 31,801

129 101 64 49 

781 688 543 428 
3,611 3,285 2,660 2,197 

6,143 5,921 
5,516 5,160 

7,613 7,549 
7,845 7,947 

10,019 10,465 11,660 12,670 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H25.3 H26.3 H27.3 H28.3

50歳以上60歳未満

28,296 28,009 28,288 28,451

83 68 48 27 
505 430 282 224 

2,600 2,343 1,926 1,623 

3,427 3,318 
3,065 2,793 

4,268 4,144 
4,040 

4,088 

5,775 5,881 
6,263 6,390 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H25.3 H26.3 H27.3 H28.3

60歳以上65歳未満

16,658
16,184

15,624 15,145

97 83 54 40 
553 560 451 397 

3,448 3,419 3,027 2,706 

4,700 4,817 4,982 4,941 

6,073 6,601 7,059 7,529 

8,219 
9,333 10,954 12,211 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H25.3 H26.3 H27.3 H28.3

65歳以上

23,090
24,813

26,527
27,824

単位：人

地域移行に伴う
基盤整備量

うち
65歳以上

うち
65歳未満

9.8万人 5.5万人 4.3万人

7.9万人 4.4万人 3.5万人

○精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの進捗状況を評価する観点

⇒国が提示する推計式を用いて、各都道府県において、平成32年度末の精神病床における

１年以上長期入院患者数（65歳以上、65歳未満）の目標を設定

急性期
入院需要

回復期
入院需要

慢性期
入院需要

うち
65歳以上

うち
65歳未満

合計
入院需要

5.8万人 4.9万人 14.6万人 9.2万人 5.4万人 25.3万人

5.8万人 4.9万人 15.7万人 9.8万人 5.8万人 26.3万人

地域移行に伴う
基盤整備量

うち
65歳以上

うち
65歳未満

4.6万人 2.5万人 2.0万人

3.5万人 1.9万人 1.6万人

平成32

年度末

最大

最小

平成32年度末（第5期障害福祉計画の最終年度）における全国の目標値

②医療計画、障害福祉計画におけるアウトカム指標の見直しについて

急性期
入院需要

回復期
入院需要

慢性期
入院需要

うち
65歳以上

うち
65歳未満

合計
入院需要

5.7万人 4.6万人 18.5万人 10.6万人 7.8万人 28.9万人

平成26

年

平成26年

▲ 3.9～2.8万人

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

急性期
入院需要

回復期
入院需要

慢性期
入院需要

うち
65歳以上

うち
65歳未満

合計
入院需要

5.8万人 5.0万人 9.7万人 6.5万人 3.2万人 20.6万人

5.8万人 5.0万人 11.6万人 7.6万人 4.0万人 22.5万人

平成37

年(2025年)

最大

最小

平成37年（2025年）における全国の目標値

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

※四捨五入で端数処理しているため、合計値は一致しない場合がある。

※障害福祉計画等に基づき地域の基盤整備を実施。
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（目標値） 都道府県別の入院後３か月時点の退院率（推計値）

都道府県別の入院後６か月時点の退院率（推計値）

都道府県別の入院後12か月時点の退院率（推計値）

87%
91%

89%

85%

90%
88% 86% 86% 85% 86% 86% 87%

93%

88%
85% 84% 85%

89%
90% 89% 88% 89% 90% 89% 90%

86%

90%
87%

89%
86% 85%

90%

86%
88%

79%

85%
83% 84%

87% 86%
83%

86% 85%
83% 84%

81%

88%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

北
海
道

青
森

岩
手

宮
城

秋
田

山
形

福
島

茨
城

栃
木

群
馬

埼
玉

千
葉

東
京

神
奈
川

新
潟

富
山

石
川

福
井

山
梨

長
野

岐
阜

静
岡

愛
知

三
重

滋
賀

京
都

大
阪

兵
庫

奈
良

和
歌
山

鳥
取

島
根

岡
山

広
島

山
口

徳
島

香
川

愛
媛

高
知

福
岡

佐
賀

長
崎

熊
本

大
分

宮
崎

鹿
児
島

沖
縄

67%
69%

59%
63%

66%

63%
60%

64% 65%
67%

61%

66%

73%

67%

59%

66%
68% 69%

59%

65%

69% 68% 67%
69%

71%

66%
68%

61%

67%

62%

70%
73%

65%
62%

50%

69%
65%

62% 61% 61% 61% 61%
58% 58%

61%

56%

66%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

北
海
道

青
森

岩
手

宮
城

秋
田

山
形

福
島

茨
城

栃
木

群
馬

埼
玉

千
葉

東
京

神
奈
川

新
潟

富
山

石
川

福
井

山
梨

長
野

岐
阜

静
岡

愛
知

三
重

滋
賀

京
都

大
阪

兵
庫

奈
良

和
歌
山

鳥
取

島
根

岡
山

広
島

山
口

徳
島

香
川

愛
媛

高
知

福
岡

佐
賀

長
崎

熊
本

大
分

宮
崎

鹿
児
島

沖
縄

80%

86%

81%

77%

86%

82%

78% 78% 79%
81%

79%
82%

88%

82%

77%
75%

81% 81% 81% 82% 83% 83%
84%

83% 82% 81%
84%

82% 81% 79%
82%

89%

81% 79%

70%

80% 79% 78%
81%

80%
78% 76% 78%

75%
77%

72%

81%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

北
海
道

青
森

岩
手

宮
城

秋
田

山
形

福
島

茨
城

栃
木

群
馬

埼
玉

千
葉

東
京

神
奈
川

新
潟

富
山

石
川

福
井

山
梨

長
野

岐
阜

静
岡

愛
知

三
重

滋
賀

京
都

大
阪

兵
庫

奈
良

和
歌
山

鳥
取

島
根

岡
山

広
島

山
口

徳
島

香
川

愛
媛

高
知

福
岡

佐
賀

長
崎

熊
本

大
分

宮
崎

鹿
児
島

沖
縄

②医療計画、障害福祉計画におけるアウトカム指標の見直しについて

84%

上位10％

90%

69%

出典：平成 28 年度厚生労働行政推進調査「精神科医療提供体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：山之内芳雄）」からの報告※ＮＤＢを活用して計算
※平成27年６月退院患者を対象に作成した推計退院曲線から算出

① 地域生活支援拠点等の整備数（予定含む）

② 整備類型（予定含む）

③地域生活支援拠点等の全国の整備状況について（速報値）

○ 地域生活支援拠点等の全国の整備状況について、平成28年９月時点で調査を行ったところ、２０市町村及び
２圏域において整備済となっている。（全国の自治体数1,741、圏域数352）

※ 障害福祉課調べ

平成28年９月時点で整備済 ２０市町村 ２圏域

平成28年度整備予定 ８市町村 ０圏域

平成29年度整備予定 ２５６市町村 ７９圏域

未定 ９３８市町村 ５６圏域

多機能拠点整備型 ４２市町村 ２圏域

面的整備型 ２３５市町村 ６９圏域

多機能拠点整備型＋面的整備型 ２６市町村 ４圏域

その他 ０市町村 ０圏域

未定 ９１９市町村 ６２圏域
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障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための機能（相談、体験の機会・
場、緊急時の受け入れ・対応、専門性、地域の体制づくり）を、地域の実情に応じた創意工夫

により整備し、障害者の生活を地域全体で支えるサービス提供体制を構築。

体験の機会・場

●地域生活支援拠点等の整備手法（イメージ）※あくまで参考例であり、これにとらわれず地域の実情に応じた整備を行うものとする。

各地域のニーズ、既存のサービスの整備状況など各地域の個別の状況に応じ、協議会等を活用して検討。

多機能拠点整備型 面的整備型

体験の機会・場

緊急時の受け入れ

相談

③地域生活支援拠点等の整備について

グループホーム

障害者支援施設

基幹相談支援センター 等

専門性
地域の体制づくり

障害福祉サービス・在宅医療等

必要に応じて連携

相談

緊急時の受け入れ

グループホーム

障害者支援施設

基幹相談支援センター

短期入所

相談支援事業所

日中活動サービス

事業所

地域の体制づくり

専門性

コーディネーター

3,376 3,960 4,610 
6,501 

8,338 
9,900 

11,556 

14,185 
16,085 

17,985 
19,885 

21,785 
23,685 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者数の推移

H28からH32における移行者数の伸び
23,685人/16,085人≒1.5倍

H27年度以降、毎年1,900人増加
するものとして推計。

H25～H27年度の移行者数
の対前年度増加数の平均
→約1,900人

④就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者数の推移について（参考データ）

目標値
第１～２期

（平成18～23年度）

第３期
（平成24～26年度）

第４期
（平成27～29年度）

第５期
（平成30～32年度）

基本指針
平成17年度の一般就労への移
行実績の４倍以上

平成17年度の一般就労への移行
実績の４倍以上

平成24年度の一般就労への移
行実績の２倍以上

平成28年度の一般就労への移
行実績の１．５倍以上

都道府県
障害福祉計画

４倍 ４．２倍 ２倍 ―

基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値【再掲】
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15,969 
19,292 20,413 

23,555 
26,607 27,840 

29,760 
31,183 

32,742 
34,379 

36,097 
37,901 

39,796 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

就労移行支援事業の利用者数の推移

H28年度以降、年5％増加する
ものとして推計

H25～H27年度の伸び率
の平均→約5％

④就労移行支援の利用者数の推移について（参考データ）

H28からH32における
就労移行支援事業の利用者数の伸び
39,796人/32,742人 ＝1.22≒２割

H20～H24年度の伸び率
の平均→約14％

（出典）国保連データ（各年度の３月サービス提供分）

目標値
第１～２期

（平成18～23年度）

第３期
（平成24～26年度）

第４期
（平成27～29年度）

第５期
（平成30～32年度）

基本指針
福祉施設利用者のうち２割以上
が就労移行支援事業を利用

福祉施設利用者のうち２割以上が就
労移行支援事業を利用

就労移行支援事業の利用者数が
平成25年度末における利用者数
の６割以上増加

就労移行支援事業の利用者数が
平成28年度末における利用者数
の２割以上増加

都道府県
障害福祉計画

７．５％ ８．１％ １．６倍 ―

（注）福祉施設･･･生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援事業所

基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値【再掲】

16.7 17.8 18.8 
26.0 27.1 30.3 33.1 33.1 37.6 40.0 42.4 44.8 47.2 49.6 

83.4 82.2 81.1 
74.0 72.9 69.7 66.9 66.9 62.4 60.0 57.6 55.2 52.8 50.4 

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

就労移行支援事業の就労移行率の割合の推移 30%以上 30%未満

H25～H27年度の移行率30％以
上である事業所割合の対前年度

増加数の平均→約2.4％

④就労移行支援の事業所ごとの就労移行率の推移について（参考データ）

≒５割

H19～H23年度の移行率30％以上で
ある事業所割合の伸び率の平均→
約2.6％（第4期で使用した伸び率）

目標値
第１～２期

（平成18～23年度）

第３期
（平成24～26年度）

第４期
（平成27～29年度）

第５期
（平成30～32年度）

基本指針 － －
就労移行率が３割以上の就労
移行支援事業所を全体の５割
以上

就労移行率が３割以上の就労
移行支援事業所を全体の５割
以上

都道府県
障害福祉計画

－ － ５０．２％ －

基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値【再掲】
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〇 就労移行支援等を利用し、一般就労に移行する障害者が増加している中で、今後、在職障害者の就労に伴

う生活上の支援ニーズは多様化・増加していくものと考えられる。そこで、今般の障害者総合支援法の改正によ

り、障害者就労に伴う生活面の課題に対応できるよう、新たな障害福祉サービスとして、就労定着支援が創設

されたところ。

④就労定着支援による職場定着率に関する目標について

６か月後定着率 １年後定着率

平成２６年度 ８３．９％ ７５．５％

平成２７年度 ８４．４％ ７６．５％

（参考）障害者就業・生活支援センター 就職者の職場定着率

就労定着支援の創設について

〇 第５期障害福祉計画の基本指針においては、障害者の就労定着を推進するため、就労定着支援事業の定

着率に関する成果目標を設定することとしてはどうか。また、障害者就業・生活支援センターを利用して就職し

た者の就職後１年経過時点の職場定着率を参考に、以下の数値目標を設定してはどうか。

【成果目標（案）】

各年度における就労定着支援による支援開始１年後の職場定着率を８０％とすることを基本とする。

※ また、同事業の効果を検討するため、今後、長期的な定着率も集計することも検討。

成果目標（案）

（注１）障害者就業・生活支援センターの支援対象者は、職業生活における自立を図るために就業及びこれに伴う日常生活又は社会生活上の支援を必要とする障害者
（注２）就労定着支援の支援対象者は、就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障害者で、就労に伴う環境変化により生活面の課題が生じている者を想定

〇 都道府県の障害保健福祉圏域別の障害児通所支援及び障害児相談支援の状況をみると、児童発達支援や放課後等デイサー

ビス、障害児相談支援の事業所は、ほとんどの圏域において、少なくとも１カ所以上が指定されている状況にある。

〇 しかしながら、児童発達支援を行う事業所のうち、児童発達支援に加え、保育所等訪問支援などの地域支援を行い、障害児支援

の中核的な施設となる児童発達支援センターについては、すべての圏域で配置されているという状況に至っていない。

〇 また、保育所等訪問支援についても、すべての圏域で配置されているという状況に至っていない。

□ 圏域ごとの事業所指定状況

・ 児童発達支援（児童発達支援センターを含む） ９７．４％

・ 放課後等デイサービス ９６．９％

・ 保育所等訪問支援 ７２．６％

・ 障害児相談支援 １００％ ［平成２７年４月１日現在 障害児・発達障害者支援室調べ］

□ 圏域ごとの事業所の配置状況

・ 児童発達支援センター ６５％（保育所等訪問支援を実施している児童発達支援センター ５８％）

［平成２８年４月１日現在 障害児・発達障害者支援室調べ］

障害児通所支援の現状について

〇 上記の現状を踏まえ、次期基本指針においては、重層的な地域支援体制の構築を目指すため、以下のように成果目標を設定して

はどうか。

・児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指すため、平成３２年度末までに、児童発達支援センター

を各市町村に少なくとも１カ所以上設置することを基本とする。なお、市町村単独での設置が困難な場合には、関係市町村の協議に

より、圏域で設置することもできるものとする。

・地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進するため、各市町村（又は圏域）に設置された児童発達支援センターが保

育所等訪問支援を実施するなどにより、平成３２年度末までに、すべての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を

構築することを基本とする。

成果目標（案）

⑤成果目標㈠ 障害児に対する重層的な地域支援体制の構築について
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〇 こうした障害児通所支援が整備されたとしても、医療的ニーズの高い重症心身障害児は、一般の障害児通所支援で支援を受けるこ

とは難しい状況にある。このため、重症心身障害児を主に支援する事業所が必要となるが、こうした事業所は少なく、身近な地域で支

援が受けられる状況にはなっていない。

□ 主に重症心身障害児の発達支援を行っている事業所の割合

・ 児童発達支援 ２４８カ所（事業所全体の６．３％） ・ 放課後等デイサービス ３５４カ所（事業所全体の４．１％）
［平成２８年５月 国保連データ。重症心身障害児に対し支援を行う場合の単価を算定している事業所数を集計］

□ 医療技術の進歩等を背景として、NICU等に長期間入院した後、人工呼吸器等を使用し、たんの吸引などの医療的ケアが必要な障

害児（重症心身障害児のうち医療的ケアが必要な障害児を含む）が増加している。

医療的ケア児がそれぞれの地域で適切な支援を受けられるよう、先般の児童福祉法改正において、「地方公共団体は、人工呼吸

器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある障害児が、その心身の状況に応じた適切な保健、

医療、福祉、その他の各関連分野の支援を受けられるよう、保健、医療、福祉その他の各関連分野の支援を行う機関との連携調整

を行うための体制の整備に関し、必要な措置を講ずるように努めなければならない」と規定されたところである。

・ 関係機関の協議の場を設置している自治体・・・大阪府、三重県など

医療的ニーズへの対応状況について

〇 上記の現状を踏まえ、次期基本指針においては、以下のように成果目標を設定してはどうか。

□ 主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保

・重症心身障害児が身近な地域で支援が受けられるように、平成３２年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支

援事業所及び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１カ所以上確保することを基本とする。なお、市町村単独での

確保が困難な場合には、関係市町村の協議により、圏域で確保することもできるものとする。

□ 医療的ケア児支援のための保健・医療・障害福祉・保育・教育等の関係機関の協議の場の設置

・医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、平成３０年度末までに、各都道府県、各圏域及び各市町村において、保健、医

療、障害福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の場を設けることを基本とする。なお、市町村単独での設置が

困難な場合には、都道府県の関与の下、関係市町村の協議により、圏域で設置することもできるものとする。

○ 上記に加え、医療的ケア児に対する関係分野の支援を調整するコーディネーターの配置の促進を基本指針に位置づけることとしてはどうか。

・医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、関連分野の支援を調整するコーディネーターとして養成された相談支援専門員等の各

市町村への配置（市町村単独での配置が困難な場合は圏域での配置も可）促進を図る。

成果目標等（案）

⑤成果目標㈡ 医療的ニーズへの対応について

⑤障害児支援の現状について

施設・事業者数
（か所）

利用者数
（人）

児童発達支援 ４，０９７ ７５，３３０

医療型児童発達支援 ９７ ２，２９９

放課後等デイサービス ８，７２１ １３３，６８７

保育所等訪問支援 ４７４ ３，５３０

福祉型障害児入所施設 １９１ １，６１２

医療型障害児入所施設 １８６ １，９９８

障害児相談支援 ３，４９９ ３３，６９２

（注）施設・事業者数及び利用者数は平成２８年６月現在の国保連データ

【支援ごとの施設・事業者数及び利用者数】 【障害福祉圏域ごとの事業所指定状況】

児童発達支援
（児童発達支援センターを含む）

９７．４％

放課後等デイサービス ９６．９％

保育所等訪問支援 ７２．６％

障害児相談支援 １００％

【平成２７年４月１日 障害児・発達障害者支援室調べ】

児童発達支援センター ６５％

保育所等訪問支援を実施している ５８％
児童発達支援センター

【平成２８年４月１日 障害児・発達障害者支援室調べ】

【障害福祉圏域ごとの事業所指定状況】
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発達障害者支援の一層の充実について

〇 発達障害者支援法の改正により、以下のことが規定された。

・ 都道府県及び指定都市（以下「都道府県等」という。）は、発達障害者の支援の体制の整備を図るため、発達障害者支援に従

事する関係者等により構成される発達障害者支援地域協議会を置くことができること。

・ 都道府県等は、発達障害者の支援を行うに当たっては、地域の実情を踏まえつつ、発達障害者及びその家族その他の関係者

が可能な限りその身近な場所において必要な支援を受けられるよう適切な配慮をすること。

発達障害者支援法の改正

〇 上記の基本的考え方を踏まえ、第５期障害福祉計画の基本指針においては、発達障害者支援地域協議会並びに発達障害者

支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの活動指標を次のように設定してはどうか。

【活動指標】

○ 発達障害者地域支援協議会の開催回数

○ 発達障害者支援センターの相談件数

○ 発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への助言件数

○ 発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係機関や地域住民への研修、啓発件数

活動指標（案）

〇 上記の改正を踏まえ、第５期障害福祉計画の基本指針においては、「第一 三 相談支援の体制の確保に関する基本的考え

方」に次のことを規定してはどうか。

・ 地域における発達障害者の課題について情報共有を図るとともに、自治体内の支援体制の整備状況や発達障害者支援セン

ターの活動状況等について検証し、地域の実情に応じた体制整備を計画的に行うため、発達障害者支援地域協議会の設置が重

要であること。

・ 都道府県等は、地域の実情を踏まえつつ、発達障害者が可能な限りその身近な場所において必要な支援を受けられるようにす

るため、発達障害者支援センターの複数設置や発達障害者地域支援マネジャーの配置などの適切な配慮を行うこと。

基本指針への記載（案）

発達障害者支援法の一部を改正する法律 概要                                

 
⑴ 目的（第１条）  切れ目ない支援の重要性に鑑み、障害者基本法
の理念にのっとり、共生社会の実現に資するこ

とを目的に規定 
⑵ 発達障害者の定義（第２条）  発達障害がある者であって発達障害及び「社会
的障壁」により日常生活・社会生活に制限を受

けるもの 
※ 社会的障壁：発達障害がある者にとって日常生
活・社会生活を営む上で障壁となるような社会にお

ける事物、制度、慣行、観念その他一切のもの 
⑶ 基本理念（第２条の２）  発達障害者の支援は  ①社会参加の機会の確保、地域社会において他
の人々と共生することを妨げられない  ②社会的障壁の除去に資する  ③個々の発達障害者の性別、年齢、障害の状態
及び生活の実態に応じて、関係機関等の緊密

な連携の下に、意思決定の支援に配慮しつつ、

切れ目なく行う 
⑷ 国及び地方公共団体の責務（第３条）  相談に総合的に応じられるよう、関係機関等と
の有機的な連携の下に必要な相談体制を整備 
⑸ 国民の責務（第４条）  個々の発達障害の特性等に関する理解を深め、
発達障害者の自立及び社会参加に協力するよう

努める 
⑴ 発達障害の疑いがある場合の支援（第５条）  発達障害の疑いのある児童の保護者への継続的
な相談、情報提供及び助言 
⑵ 教育（第８条）  発達障害児が発達障害児でない児童と共に教育
を受けられるよう配慮  個別の教育支援計画・個別の指導計画の作成の
推進、いじめの防止等の対策の推進 
⑶ 情報の共有の促進（第９条の２）  個人情報の保護に十分配慮しつつ、支援に資す
る情報共有の促進のため必要な措置を講じる 
⑷ 就労の支援（第 10条）  主体に国を規定、就労定着の支援を規定、事業
主は雇用の機会の確保、雇用の安定に努める 
⑸ 地域での生活支援（第 11条）  性別、年齢、障害の状態及び生活の実態に応じ
た地域での生活支援 
⑹ 権利利益の擁護（第 12条）  差別の解消、いじめの防止等及び虐待の防止等
のための対策推進、成年後見制度が適切に行わ

れ又は広く利用されるようにすること 
⑺ 司法手続における配慮（第 12条の２）  司法手続において個々の発達障害者の特性に応
じた意思疎通の手段の確保等の適切な配慮 
⑻ 発達障害者の家族等への支援（第 13条）  家族その他の関係者に対し、情報提供、家族が
互いに支え合うための活動の支援等 

⑴ センター等による支援に関する配慮（第 14条）  センター等の業務を行うに当たり、可能な限り身
近な場所で必要な支援が受けられるよう配慮 
⑵ 発達障害者支援地域協議会（第 19条の２）  支援体制の課題共有・連携緊密化・体制整備協議
のため都道府県・指定都市に設置 
⑴ 施行期日（附則第 1項）  公布日から３月内の政令で定める日 
⑵ 検討（附則第 2項）  国際的動向等を勘案し、知的発達の疑いがある
者等について実態調査を行い、支援の在り方に

ついて検討等 
 障害者をめぐる国内外の動向…障害者権利条約の署名（平成 19年）・批准（平成 26年）        

                     障害者基本法の改正（平成 23年）等 

 発達障害者支援法の施行の状況…平成 17年の施行後、約 10年が経過  発達障害者の支援の一層の充実を図るため、 
法律の全般にわたって改正 

第１ 総則 第２ 発達障害者の支援のための施策 第３ 発達障害者支援センター等 
⑴ 国民に対する普及及び啓発（第 21条）  学校、地域、家庭、職域等を通じた啓発活動 
⑵ 専門的知識を有する人材の確保等（第 23条）  専門的知識を有する人材の確保・養成・資質の
向上を図るため、個々の発達障害の特性等に関

する理解を深めるための研修等を実施 
⑶ 調査研究（第 24条）  性別、年齢等を考慮しつつ、発達障害者の実態
の把握に努めるとともに、個々の発達障害の原

因の究明等に関する調査研究 第４ 補則 
第５ その他 
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個別施策に係る見直し事項

①「地域共生社会」の実現に向けた取組

②障害を理由とする差別の解消の推進

③障害者虐待の防止、養護者に対する支援

④発達障害者支援の一層の充実

⑤難病患者への一層の周知

⑥基幹相談支援センターの設置促進等

⑦意思決定支援及び成年後見制度の利用促進の在り方

⑧情報公表制度による質の向上

⑨利用者の安全確保に向けた取組や事業所における研修等の充実

⑩障害福祉人材の確保

第83回社会保障審議会
（障害者部会）資料より

①「地域共生社会」の実現に向けた取組について

〇 ニッポン一億総活躍プランでは、全ての人々が地域、暮らし、生きがいをともに作り、高め合うことができる「地域共生社会」の実

現に向けた取組を行うべきとされている。

〇 そこで、「地域共生社会」を実現するため、厚生労働省においては、厚生労働大臣の下、「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本

部を立ち上げる等により、

・ 地域課題の解決力の強化や地域丸ごとのつながりの強化を内容とした「我が事・丸ごとの地域づくり」を推進すべきこと

・ サービスの提供体制や行政による支援体制の包括化等を内容とする「丸ごとの支援体制づくり」を推進すべきこと

等について議論を行っている。

基本的な考え方

2

〇 上記を踏まえ、第５期障害福祉計画の基本指針においては、「第一 基本理念」における新規の項目として「地域共生社会の実

現」を設け、次のことを記載してはどうか。

・ 全ての人々が地域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合うことができる地域共生社会の実現に向け、住民団体等による、法律

や制度に基づかない活動への支援等を通じ、地域住民が主体的に地域づくりに取組むための仕組み作りや、地域の実情に応じ、

制度の縦割りを超えて柔軟にサービスを確保する等の取組、更には医療的ケア児が保健、医療、障害福祉、保育、教育等の支

援を円滑に受けられるようにする等、専門的な支援を要する者に対して、各関連分野が共通の理解に基づき協働する、包括的か

つ総合的な支援体制の構築に向けた取組等を計画的に推進すること。

〇 また、障害者を持つ子の親が高齢化し介護を要する状態となっている世帯など、複合的な支援を要する世帯への対応が課題と

なっていることを踏まえ、「第一 三 相談支援の体制の基本的考え方」に次のことを規定してはどうか。

・ 相談支援を提供するに当たっては、障害者等及びその世帯等が抱える複合的な課題を把握し、適切な保健、医療、福祉サー

ビス利用につなげる等行政機関その他関係機関との連携に努めること。

〇 さらに、「第三 一 障害福祉計画等の作成に関する基本的事項」において、障害福祉計画等の作成に当たり連携すべき関係

機関や自治体担当部局として、現行の記載に加え、介護や児童福祉等の関係機関等が含まれることを明示することとしてはどう

か。

基本指針への記載（案）
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②障害を理由とする差別の解消の推進について

〇 平成28年４月に施行された障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律により、以下のことが規定された。

・ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利

利益を侵害してはならないこと。

・ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合におい

て、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障

害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をするように努めなければならないこと。

・ 国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の解消について国民の関心と理解を深めるとともに、特に、障害を理由とする

差別の解消を妨げている諸要因の解消を図るため、必要な啓発活動を行うこと。

基本的な考え方

〇 上記を踏まえ、第５期障害福祉計画の基本指針においては、「第四 一 その他自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑

な実施を確保するために必要な事項」に次のことを規定してはどうか。

・ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の対象となる障害者はいわゆる障害者手帳の所持者に限られないこと。

・ 障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現するためには、日常生活

や社会生活における障害者の活動を制限し、社会への参加を制約している社会的障壁を取り除くことが重要であること。

・ 福祉分野の事業者は、厚生労働省が作成した「福祉分野における事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措

置に関する対応指針」を踏まえ、必要かつ合理的な配慮などについて、具体的場面や状況に応じて柔軟に対応することが期待さ

れること。

基本指針への記載（案）

③障害者虐待の防止、養護者に対する支援について

〇 平成24年10月の障害者虐待防止法施行以降、都道府県及び市町村においては、虐待の未然防止、虐待への迅速・適切な対応、再発

防止等の取組が進んでいるが、依然として、虐待による死亡等の重大事案も発生しており、引き続き虐待防止対策の推進が必要である。

○ また、障害者虐待防止法の附則においては、学校、保育所等、医療機関、官公署における虐待防止の体制の在り方とともに、障害者を訪

問して相談等を行う体制の充実強化、虐待を受けた障害者の保護及び自立の支援、養護者に対する支援のための制度等について、法律の

施行後3年を目途として、施行状況等を勘案して検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとされている。

障害者虐待防止対策の現状

4

上記を踏まえ、第５期障害福祉計画の基本指針においては、「第三 三 ４ 指定障害福祉サービス、指定地域相談支援及び指定計画相

談支援に従事する者の確保又は資質の向上並びに指定障害者支援施設の施設障害福祉サービスの質の向上のために講ずる措置」から

「第四 一 その他自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するために必要な事項」に記載箇所を移すとともに、次の記

載を加えてはどうか。

○ 都道府県及び市町村は、

・ 相談支援専門員やサービス管理責任者、児童発達支援管理責任者等に対し、常日頃から虐待防止に関する高い意識を持ち、障害者

等及び養護者の支援に当たるとともに、虐待の早期発見と通報を行うことを求めること。
・ 指定障害福祉サービス事業所等及び指定通所支援事業所等の設置者・管理者に対し、虐待防止研修の受講を徹底するとともに虐待

防止委員会の設置を促すなどの指導助言を継続的に行うこと。

○ 都道府県及び市町村は、相談支援事業者が継続サービス利用支援により、居宅・施設等へ訪問し障害者等やその世帯の状況等を把

握することが可能であることに鑑み、相談支援事業者に対し、訪問による相談支援の機会等を通じた虐待の早期発見及び市町村との連

携の重要性について周知を図ること。

○ 市町村は、虐待を受けた障害者等の保護及び自立の支援を図るため、一時保護のために必要な居室の確保のために地域生活支援拠

点を活用するとともに、都道府県は、必要に応じて、一時保護のために必要な居室の確保について市町村域を超えた広域的な調整を行う

こと。

〇 指定障害児入所支援については、児童福祉法に基づき、被措置児童等虐待対応が図られるが、指定障害福祉サービス事業所等及び

指定通所支援事業所等と同様に、入所児童に対する人権の擁護、虐待の防止等のため、職員に対する研修等の実施が必要であること。

基本指針への記載（案）
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④発達障害者支援の一層の充実について

〇 発達障害者支援法の改正により、以下のことが規定された。

・ 都道府県及び指定都市（以下「都道府県等」という。）は、発達障害者の支援の体制の整備を図るため、発達障害者支援に従

事する関係者等により構成される発達障害者支援地域協議会を置くことができること。

・ 都道府県等は、発達障害者の支援を行うに当たっては、地域の実情を踏まえつつ、発達障害者及びその家族その他の関係者

が可能な限りその身近な場所において必要な支援を受けられるよう適切な配慮をすること。

発達障害者支援法の改正

〇 上記の基本的考え方を踏まえ、第５期障害福祉計画の基本指針においては、発達障害者支援地域協議会並びに発達障害者

支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの活動指標を次のように設定してはどうか。

【活動指標】

○ 発達障害者地域支援協議会の開催回数

○ 発達障害者支援センターの相談件数

○ 発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への助言件数

○ 発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係機関や地域住民への研修、啓発件数

活動指標（案）

〇 上記の改正を踏まえ、第５期障害福祉計画の基本指針においては、「第一 三 相談支援の体制の確保に関する基本的考え

方」に次のことを規定してはどうか。

・ 地域における発達障害者の課題について情報共有を図るとともに、自治体内の支援体制の整備状況や発達障害者支援セン

ターの活動状況等について検証し、地域の実情に応じた体制整備を計画的に行うため、発達障害者支援地域協議会の設置が重

要であること。

・ 都道府県等は、地域の実情を踏まえつつ、発達障害者が可能な限りその身近な場所において必要な支援を受けられるようにす

るため、発達障害者支援センターの複数設置や発達障害者地域支援マネジャーの配置などの適切な配慮を行うこと。

基本指針への記載（案）

⑤難病患者への一層の周知について

〇 障害者総合支援法が施行された平成25年度より、障害福祉サービス等の対象となる障害者等について、従来の身体障害者、

知的障害者及び精神障害者に加え、難病患者も含むこととした。

〇 そこで、難病患者が円滑に障害福祉サービス等を受けることが出来るよう、対象となる疾病を記載したリーフレットや「難病患者

等に対する認定マニュアル」の作成等の取組を行うとともに、現行の基本指針上においても、難病患者が障害者総合支援法に基

づく給付の対象となっている旨について周知を行うべきことを盛り込んでいる。

〇 ただし、難病患者における障害福祉サービスの利用者数は約２千人（※）に留まっていることも踏まえれば、難病患者が障害福祉

サービス等を円滑に利用しやすくするため、今後、制度の周知等に係る更なる施策を講じる必要があると考えられる。

※ 難病による障害福祉サービスの利用者数であり、障害者手帳所持者は除く。（国保連データ：平成28年６月サービス提供分より）

基本的な考え方

〇 上記の状況を踏まえ、第５期障害福祉計画の基本指針においては、「第一 一 ２ 市町村を基本とした身近な実施主体と障害

種別によらない一元的な障害福祉サービスの実施等」に次のことを規定してはどうか。

・ 難病の患者に対する医療等に関する法律（平成二十六年法律第五十号）に基づき特定医療費の支給認定を行う都道府県や

難病患者等の相談に応じる難病相談支援センター等において、それぞれの業務を通じて難病患者本人に対して必要な情報提供

を行う等の取組により、障害福祉サービス等の活用が促されるようにする。

〇 また、「第三 ４ （一）サービス提供に係る人材の研修」に次のことを規定してはどうか。

・ 都道府県等は、相談支援専門員に向けた研修を行うに当たっては、難病患者や重症心身障害児者、医療的ケア児等の障害

者の特性に応じた適切な支援についても十分に理解が図られるようなものとすることが重要である。

基本指針への記載（案）
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⑥基幹相談支援センターの設置促進等について

〇 平成27年４月から原則として全ての障害児者に専門的な相談支援を実施することとされている中、障害児者の相談支援の質の

向上を図るため、有識者や関係団体で構成する「相談支援の質の向上に向けた検討会」において相談支援専門員の資質の向上

や相談支援体制の在り方について幅広く議論を行い、今後目指すべき方向性について、平成28年10月にそのとりまとめを公表した。

〇 上記のとりまとめにおいては、

・ 基幹相談支援センターの設置促進に向け、都道府県においても、障害福祉計画のとりまとめ等の際に、基幹相談支援センター

を設置していない市町村に対して相談支援体制の確保に関する取組をフォローし、必要に応じて広域調整などの支援を行うべき

こと

・ 相談支援について指導的役割を果たす「主任相談支援専門員（仮称）」を基幹相談支援センターに計画的に配置すべきこと

・ 市町村の支給決定の担当職員においては、機械的に事務処理を進めることのないよう、相談支援従事者研修などに参加する

ことなどを通じて一定の専門的知見を身につけるべき。

といった事項が指摘されている。

〇 この他、平成28年4月に「安心居住政策研究会」（国土交通省設置）において、障害者の安心した住まいの確保のためには、居

住支援協議会と（自立支援）協議会が連携し、入居支援体制を構築することが効果的であるとの意見が示されている。

〇 上記を踏まえ、「第一 三 相談支援の体制の基本的考え方」に以下の事項を追記してはどうか。

・ 都道府県においては、基幹相談支援センターが設置されていない市町村に対し、その設置に向けた積極的な働きかけを行うこ

とや、同センターに、相談支援に関して指導的役割を担う人材を計画的に確保することが必要であること。

・ 障害者が安心して地域に住まえるよう、都道府県及び市町村においては、（自立支援）協議会と居住支援協議会の連携等に努

めること。

〇 また、「第三 三 ４ ㈠サービスの提供に係る人材の研修」において、以下の事項を追記してはどうか。

・ 地域生活支援事業における障害者相談支援事業及び介護給付費等の支給決定事務に係る業務を適切に実施するため、市

町村職員に対して相談支援従事者研修の受講を促すことが望ましいこと。

基本指針への記載（案）

基本的な考え方

⑦意思決定支援及び成年後見制度の利用促進の在り方について

〇 障害者等の権利擁護の取組については，障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用であると認

められる利用者に対して支援を行うことや、後見等の業務を適正に行うことができる人材の育成及び活用を図るための研修を行い、

当該制度の利用を促進する必要がある旨について、現行の指針に盛り込まれている。

○ また、障害者総合支援法施行３年後の見直しの中で、意思決定支援の定義や意義、標準的なプロセス、留意点等を取りまとめ

た「意思決定支援ガイドライン（仮称）」を作成し、事業者や成年後見の担い手を含めた関係者で共有し、普及を図るべきであること

や、意思決定支援の質の向上を図るため、ガイドラインを活用した研修を実施するとともに、相談支援専門員やサービス管理責任

者の研修カリキュラムの中にも位置づけるべきであるとされている。

〇 さらに、成年後見制度の利用については、平成２８年４月に「成年後見制度の利用の促進に関する法律」が成立し、その中で、

政府は、成年後見制度の利用の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、成年後見制度の利用の促進に関す

る基本的な計画を定めることとなっており、市町村は、当該計画を勘案して、成年後見制度の利用の促進に関する施策についての

基本的な計画を定めるよう努めることとされている。

基本的な考え方

〇 上記を踏まえ、第５期障害福祉計画の基本指針においては、「第四 一 その他自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑

な実施を確保するために必要な事項」に次のことを規定してはどうか。

・ 都道府県は、意思決定支援の質の向上を図るため、相談支援専門員やサービス管理責任者の研修等の機会を通じて、意思

決定支援ガイドラインを活用した研修を実施するとともに、事業者や成年後見の担い手を含めた関係者に対する普及を図るよう努

めること。

・ 市町村等が成年後見制度の利用促進に関する施策を講じるに当たっては、平成二十九年度以降に各市町村において作成に

努めることとされている市町村成年後見制度利用促進基本計画との整合性が保たれるようにすることが望ましいこと。

基本指針への記載（案）
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⑧情報公表制度による質の向上について

〇 障害福祉サービス等を提供する事業所数が大幅に増加する中、利用者が個々のニーズに応じて良質なサービスを選択できる

ようにするとともに、事業者によるサービスの質の向上が課題となっている。

〇 このため、平成28年６月に成立した障害者総合支援法及び児童福祉法の一部を改正する法律において、

① 施設・事業者に対して障害福祉サービスの内容等を都道府県知事へ報告することを求めるとともに、

② 都道府県知事が報告された内容を公表する

仕組みを創設した。

基本的な考え方

〇 上記の改正を踏まえ、第５期障害福祉計画の基本指針においては、「第三 三 ４ ㈡指定障害福祉サービス等の事業者に対

する第三者の評価」に次のことを規定してはどうか。

・ 情報公表制度の活用により、

①障害福祉サービス等又は障害児通所支援等を利用する障害者等が個々のニーズに応じて良質なサービスを選択できるよ

うにする

②事業者の障害福祉サービス内容等を積極的に公表することにより、質の高いサービスの提供が促されること

が重要であること。

・ 都道府県においては、事業者に対して制度の周知を図るとともに、より多くの利用者や相談支援専門員等が当該制度を活用で

きるよう、利活用しやすい仕組み作りや普及及び啓発に向けた取組を実施していくことが必要であること。

基本指針への記載（案）

⑨利用者の安全確保に向けた取組や事業所における研修等の充実について

〇 本年７月に相模原市の障害者支援施設において発生した障害者殺傷事件を受け、設置された「相模原市の障害者支援施設に

おける事件の検証及び再発防止検討チーム」における議論では、以下の事項が指摘されている。

・ 障害者支援施設等は地域に開かれた施設であるべきというこれまでの方向性を変えることなく、利用者の安全確保を目指して

いくことが必要であり、その際には、防災対策と共に考えていくことが重要であること。

・ 今般の事件が、障害者の生活支援を行う施設の元職員により引き起こされたものであることを踏まえ、権利擁護の視点を含めた

職員への研修を充実することや、職員が過重な労働負担等により精神的に孤立することなく、いきいきと障害者へのサービスに従

事できるようにするため、職員の処遇改善等により職場環境の改善を進めていくことが必要であること。

基本的な考え方

〇 上記を踏まえ、第５期障害福祉計画の基本指針においては、「第四 一 その他自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑

な実施を確保するために必要な事項」に次のことを規定してはどうか。

・ 障害福祉サービス事業所等においては、地域共生社会の考え方に基づき、地域に開かれた施設となるべきというこれまでの方

向性を堅持し、平常時からの地域住民や関係機関との緊密な関係性の構築等を通じ、利用者の安全確保に向けた取組を進め

ることが必要であり、都道府県や市町村はその支援を行うことが必要であること。また、それらの取組の際には、日常的な地域との

つながりが発災時における障害者等の安全確保につながるとともに、一方で、障害福祉サービス事業所等が発災時には福祉避難

所として地域の安全提供の拠点となることも踏まえた上で、防災対策とともに考えていくことも必要であること。

・ 障害福祉サービス等を利用する障害者等が安心して生活できるように、権利擁護の視点を含めた職員への研修を充実すること

や、職員が過重な労働負担等により精神的に孤立することなく、いきいきと障害者等への支援に従事できるようにするため、職員

の処遇改善等により職場環境の改善を進めていくことが必要であること。

基本指針への記載（案）

- 37-



⑩障害福祉人材の確保について

〇 障害福祉人材の確保については、平成26年の福祉人材確保対策検討会において、基本的な考え方として、「障害福祉分野の

人材確保については、介護分野同様に、『参入促進』、『資質の向上』、『労働環境・処遇の改善』のための対策を講じるほか、多様

な障害特性に対応できる専門性を持つ人材の育成等を図る必要がある。」ととりまとめられている。

〇 現行の指針においても、指定障害福祉サービス等に係る人材を質量ともに確保することの重要性については盛り込んでいるが、

上記のような指摘を踏まえ、当該記載を充実させることが必要と考えられる。

基本的な考え方

〇 上記を踏まえ、第５期障害福祉計画の基本指針においては、「 「第三 三 ４ ㈠ サービスの提供に係る人材の研修」に次のこ

とを規定してはどうか。

・ 都道府県は、障害者等の特性に応じた支援を提供可能な人材を確保できるよう、サービス管理責任者養成研修や児童発達

支援管理責任者研修、相談支援従事者研修、重度訪問介護従業者養成研修、同行援護従事者養成研修、行動援護従事者

養成研修等の各種研修を十分に実施すること。

・ 都道府県は、

①教育委員会等の教育担当部局と連携し、例えば、学校訪問を行い障害福祉に係る仕事を紹介する等により、若年層にお

ける障害福祉サービスに係る理解を促進する取組

②都道府県福祉人材センターと連携し、福祉人材の無料職業紹介を行う取組

等を通じ、障害福祉サービス等に係る人材の確保を支援することが望ましいこと。

基本指針への記載（案）

活動指標
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①施設入所者の地域生活への移行

【地域生活移行者の増加】
平成２８年度末時点の施設入所者の９％以上が地域生活へ移行する。

【施設入所者の削減】
平成２８年度末時点の施設入所者数から２％以上削減する。

（都道府県・市町村）
○ 訪問系サービス（居宅介護等）の利用者数、利用時間数 ○ 生活介護の利用者数、利用日数
○ 自立訓練（機能訓練・生活訓練）の利用者数、 利用日数 ○ 就労移行支援の利用者数、利用日数
○ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数、 利用日数 ○ 短期入所（福祉型、医療型）の利用者
○ 自立生活援助の利用者数 数、利用日数
○ 共同生活援助の利用者数 ○ 地域移行支援の利用者数
〇 地域定着支援の利用者数 ○ 施設入所支援の利用者数

（成果目標） （活動指標）

③障害者の地域生活の支援

【地域生活支援拠点の整備】
各市町村又は各圏域に少なくとも１つ整備する。

（都道府県・市町村）
○ 訪問系サービス（居宅介護等）の利用者数、利用時間数 ○ 生活介護の利用者数、利用日数
○ 自立訓練（生活訓練）の利用者数、利用日数 ○ 就労移行支援の利用者数、利用日数
○ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数、利用日数 ○ 短期入所（福祉型、医療型）の利用者
○ 自立生活援助の利用者数 数、利用日数
○ 共同生活援助の利用者数 ○ 計画相談支援の利用者数
○ 地域移行支援の利用者数 ○ 地域定着支援の利用者数

成果目標と障害福祉サービスの見込量（活動指標）との関係

②精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

【障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者の協議の場の設置状況】
全ての障害福祉圏域ごとに保健・医療・福祉関係者の協議の場を設置する。

【市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置状況】
全ての障害福祉圏域ごとに保健・医療・福祉関係者の協議の場を設置する。

【精神病床における１年以上長期入院患者数（65歳以上、65歳未満）】
平成32年度末時点の精神病床における１年以上長期入院患者数を設定する。

【精神病床における早期退院率】
・入院後３か月時点の退院率を69％以上とする。 ・入院後６か月時点の退院率を84％以上とする。
・入院後１年時点の退院率を90％以上とする。

④福祉施設から一般就労への移行等

【福祉施設利用者の一般就労への移行者の増加】
平成２８年度の一般就労への移行実績の１．５倍以上とする。

【就労移行支援事業の利用者の増加】
平成２８年度末における利用者数を２割以上増加させる。

【就労移行支援事業所の就労移行率の増加】
就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上とする。

【職場定着率の増加】
就労定着支援開始１年後の職場定着率を８割以上とする。

（都道府県・市町村）
○ 就労移行支援の利用者数、利用日数
○ 就労移行支援事業等（就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型）から一般就労へ
の移行者数
○ 就労定着支援の利用者数

（都道府県）
○ 障害者に対する職業訓練の受講者数
○ 福祉施設から公共職業安定所に誘導する福祉施設利用者数
○ 福祉施設から障害者就業・生活支援センターに誘導する福祉施設利用者数
○ 福祉施設利用者のうち公共職業安定所の支援を受けて就職する者の数

⑤障害児支援の提供体制の整備等

【児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問支援の充実】
・児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以上設置する（圏域での設置も可）。
・すべての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築する。

【主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保】
各市町村に少なくとも１か所以上確保する（圏域での確保も可）。

【医療的ケア児支援のための保健・医療・障害福祉・保育・教育等の関係機関の協議の場の設置】
平成30年度末までに、各都道府県、各圏域及び各市町村において、保健・医療・障害福祉・保育・教
育等の関係機関が連携を図るための協議の場を設ける（市町村は圏域での設置も可）。

（都道府県・市町村）
○ 児童発達支援の利用児童数、利用日数
○ 医療型児童発達支援の利用児童数、利用日数
○ 放課後等デイサービスの利用児童数、利用日数
○ 保育所等訪問支援の利用児童数、利用日数
○ 居宅訪問型児童発達支援の利用児童数、利用日数
○ 障害児相談支援の利用児童数
○ 医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置人数

（都道府県）
○ 福祉型障害児入所施設の利用児童数
○ 医療型障害児入所施設の利用児童数

（都道府県・指定都市）
○ 発達障害者支援地域協議会の開催 ○ 発達障害者支援センターによる相談支援
○ 発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への助言
○ 発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの外部機関や地域住民への研修、
啓発

事 項 第５期障害福祉計画の活動指標の考え方

就労移行支援事業の利用者数 第４期障害福祉計画からの継続。

就労移行支援事業及び就労継続支援事業の利用者のうち、
一般就労への移行者数

第４期障害福祉計画からの継続。

福祉施設から公共職業安定所に誘導する
福祉施設利用者数

福祉施設から一般就労への移行により一層資する活動指標とするため、ど
の程度の利用者が福祉施設から公共職業安定所や障害者就業・生活支援
センターに誘導され、そのうちどの程度が支援を受けて就職しているかを一
貫性を持って把握する活動指標として改める。
（参考）第４期障害福祉計画の活動指標
・障害者トライアル雇用事業の開始者数
・職場適応援助者による支援対象者数
・障害者就業・生活支援センター事業による支援対象者数
・公共職業安定所におけるチーム支援による福祉施設利用者の支援件数

福祉施設から障害者就業・生活支援センターに誘導する福
祉施設利用者数

福祉施設利用者のうち公共職業安定所の支援を受けて就
職する者の数

障害者に対する職業訓練の受講者数

職業能力開発促進法に基づく障害者への職業訓練は、障害者委託訓練だ
けでなく、障害者職業能力開発校と一般の職業能力開発校でも実施してい
ることから、第４期障害福祉計画の活動指標であった「障害者の多様な委託
訓練事業の受講者数」は、「障害者に対する職業訓練の受講者数」と改める。

就労定着支援事業の利用者数
就労定着支援開始１年後の職場定着率を成果目標として設定することから、
新たに活動指標として設定。

＜福祉施設から一般就労への移行等＞

活動指標の全体像

福祉施設から一般就労への移行等、障害福祉サービス、相談支援、発達障害者支援及び障害児支援に係る活動

指標の全体像及び各々の見込みを立てる際の勘案事項は次表のとおり。

なお、サービスの量は、障害福祉サービスの訪問系はまとめて、それ以外のサービスはそれぞれの種類ごとに見込

む。

また、サービスの量を見込むに当たっては、長期入院患者の地域移行のニーズを踏まえて見込むこととし、実績につ

いては障害種別ごとに把握することとする。
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区分 サービスの種類
現に利用し
ている者の

数

障害者等の
ニーズ

平均的な
一人当た
り利用量

施設入所者の
地域生活への
移行者数

（成果目標）

入院中の精神障害
者のうち地域生活
への移行後に当該
サービスの利用が
見込まれる者の数

福祉施設利
用者の一般
就労への移
行者数（成
果目標）

訪問系
居宅介護、重度訪問介護、同行援護、
行動援護、重度障害者等包括支援の
利用者数、利用時間数

○ ○ ○ ○ ○

日中活動系

生活介護の利用者数、利用日数 ○ ○ ○ ○ ○

自立訓練（機能訓練）の利用者数、利用日数 ○ ○ ○ ○

自立訓練（生活訓練）の利用者数、利用日数 ○ ○ ○ ○ ○

就労移行支援の利用者数、利用日数 ○ ○※１ ○ ○ ○ ○

就労継続支援（A型）の利用者数、利用日数 ○ ○※２ ○ ○ ○ ○

就労継続支援（B型）の利用者数、利用日数 ○ ○ ○ ○ ○ ○

就労定着支援の利用者数 ○ ○

療養介護の利用者数 ○ ○

短期入所（福祉型・医療型）の利用者数、
利用日数

○ ○ ○ ○ ○

＜障害福祉サービス、相談支援＞

※１：特別支援学校卒業者等、新たに就労移行支援事業の対象者と見込まれる者の数を含む
※２：地域の雇用情勢等も勘案して必要なサービス量を見込む

区分 サービスの種類 現に利用して
いる者の数

障害者等の
ニーズ

平均的な
一人当た
り利用量

施設入所者の地域
生活への移行者数
（成果目標）

入院中の精神障害
者のうち地域生活
への移行後に当該
サービスの利用が
見込まれる者の数

福祉施設利
用者の一般
就労への移
行者数（成
果目標）

居住支援・施設系

自立生活援助の利用者数 ○※３ ○ ○

共同生活援助の利用者数 ○ ○※４ ○ ○

施設入所支援の利用者数 ○ ○※５ △※６

相談支援

計画相談支援の利用者数 ○ ○ ○

地域移行支援の利用者数 ○ ○ ○ ○

地域定着支援の利用者数 ○ ○※３ ○ ○

※３：単身である障害者の数・居住している家族による支援を受けられない障害者の数を見込む
※４：一人暮らしや家庭からグループホームに入所する者の数、グループホームから退所する者の数を見込む
※５：グループホーム等での対応が困難な者といった真に必要と判断される数を見込む
※６：地域生活への移行者数を控除して見込む

＜障害福祉サービス、相談支援＞

＜発達障害者支援関係＞

事 項

発達障害者地域支援協議会の開催回数

発達障害者支援センターの相談件数

発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への助言件数

発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの外部機関や地域住民への研修、啓発件数
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サービスの種類
現に利用して
いる障害児の

数

障害児等の
ニーズ

医療的ケアを必要と
する障害児のニーズ

平均的な一人
当たり利用日数

地域における
児童数の推

移

保育所や認定こど
も園、幼稚園、放
課後児童クラブ等
での障害児の受入

状況

入所施設から退所
後に利用が見込ま
れる障害児の数

児童発達支援の利用児童数、
利用日数

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

医療型児童発達支援の利用児童数、
利用日数

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

放課後等デイサービスの利用児童数、
利用日数

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

保育所等訪問支援の利用児童数、
利用日数

○ ○ ○ ○ ○ ○

居宅訪問型児童発達支援の利用児
童数、利用日数

○ ○ ○ ○

障害児相談支援の利用児童数 ○ ○ ○ ○

福祉型障害児入所施設の
利用児童数

○ ○ ○ ○

医療型障害児入所施設の
利用児童数

○ ○ ○ ○

＜障害児支援＞

事 項

医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置人数

障害福祉計画及び障害児福祉計画
に係る基本指針構成案
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大項目 中項目 見直し内容（案）

一 基本的理念 １ 障害者等の自己決

定の尊重と意思決定

の支援

２ 市町村を基本とした

身近な実施主体と障

害種別によらない一

元的な障害福祉

サービスの実施等

３ 入所等から地域生

活への移行、地域生

活の継続の支援、就

労支援等の課題に

対応したサービス提

供体制の整備

４ 地域共生社会の実

現に向けた取組

５ 障害児の健やかな

育成のための発達支

援

２ 市町村を基本とした身近な実施主体と障害種別によらない一元的な障害福祉サービスの実施等

（以下の記述を追加）

難病患者等についても、引き続き障害者総合支援法に基づく給付の対象となっている旨の周知を図るため、

難病の患者に対する医療等に関する法律に基づき特定医療費の支給認定を行う都道府県や難病患者等の相

談に応じる難病相談支援センター等において、それぞれの業務を通じて難病患者本人に対して必要な情報提

供を行う等の取組により、障害福祉サービスの活用が促されるようにする。

３ 入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題に対応したサービス提供体制の

整備（以下の記述を追加）

精神病床における長期入院患者の地域移行を進めるに当たっては、精神科病院や地域援助事業者による努

力だけでは限界があり、自治体を中心とした地域精神保健医療福祉の一体的な取組の推進に加え、差別や偏

見のない、あらゆる人が共生できる包摂的（インクルーシブ）な社会の実現に向けた取組の推進が必要である。

これを踏まえ、精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、精神障害

（発達障害及び高次脳機能障害を含む。）にも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指す。

４ 地域共生社会の実現に向けた取組（新規に記述）

地域のあらゆる住民が「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合

うことができる地域共生社会の実現に向け、次のような取組等を計画的に推進する。

(一) 地域住民が主体的に地域づくりに取り組むための仕組み作り

(二) 地域の実情に応じた、制度の縦割りを超えた柔軟なサービスの確保等に係る取組

(三) 人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある障害児が保

健、医療、障害福祉、保育、教育等の支援を円滑に受けられるようにする等、専門的な支援を要する者に対して、

各関連分野が共通の理解に基づき協働する、包括的な支援体制の構築

５ 障害児の健やかな育成のための発達支援（新規に記述）

障害児支援を行うに当たっては、障害児本人の最善の利益を考慮しながら、障害児の健やかな育成を支援

することが必要である。このため、障害児及びその家族に対し、障害の疑いがある段階から身近な地域で支援でき

るように、市町村を障害児通所支援及び障害児相談支援の実施主体の基本とするとともに、都道府県を障害児

入所支援の実施主体の基本とし、障害種別にかかわらず、質の高い専門的な発達支援を行う障害児通所支援

等の充実を図るとともに、都道府県の適切な支援等を通じて引き続き障害児支援の均てん化を図りつつ、地域支

援体制の構築を図る。

また、障害児のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障害福祉、保育、教育、就労支援等の関係機

関が連携を図り、切れ目の無い一貫した支援を提供する体制の構築を図る。

さらに、障害児が障害児支援を利用することにより、地域の保育、教育等の支援を受けられるようにすることで、

障害の有無にかかわらず、全ての児童が共に成長できるよう、地域社会への参加や包容（インクルージョン）を推

進する。

第一 障害福祉サービス及び相談支援等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に関する基本的事項

見直し後の基本指針構成案 （項目は見え消し修正）

大項目 中項目 見直し内容（案）

二 障害福祉

サービスの提

供体制の確保

に関する基本

的な考え方

１ 全国で必要とされる

訪問系サービスの保

障

２ 希望する障害者等

への日中活動系

サービスの保障

３ グループホーム等の

充実及び地域生活

支援拠点等の整備

４ 福祉施設から一般

就労への移行等の

推進

・基本的に現行の内容に同じ

三 相談支援の

提供体制の確

保に関する基

本的考え方

１ 相談支援体制の構

築

２ 地域移行や地域定

着のための支援体制

の確保

３ 発達障害者等に対

する支援

４ 協議会の設置等

１ 相談支援体制の構築（以下の記述を追加）

基幹相談支援センターを設置し、相談支援に関して指導的役割を担う人材を計画的に確保するとともに、その

機能を有効に活用することが重要である。また、都道府県においては、同センターが設置されていない市町村に

対し、その設置に向けた積極的な働きかけを行うことが必要である。

３ 発達障害者等に対する支援（新規に記述）

発達障害者又は発達障害児（以下「発達障害者等」という。）が可能な限り身近な場所において必要な支援を

受けられるよう、都道府県及び指定都市は、地域の実情を踏まえつつ、発達障害者支援センターの複数設置や

発達障害者地域支援マネジャーの配置等の適切な配慮を行うことが重要である。また、これらの発達障害者等

に対する支援については、別表第一の七の表各項に掲げる事項を活動指標として設定して取り組むことが適当で

ある。

４ 協議会の設置等（以下の記述を追加）

障害者が安心して地域に住むことができるよう、都道府県及び市町村においては、協議会と住宅確保要配慮者

居住支援協議会との連携に努めることが求められる。

発達障害者支援法の一部を改正する法律の施行を踏まえ、都道府県及び指定都市は、地域における発達障

害者等の課題について情報共有を図るとともに、支援体制の整備状況や発達障害者支援センターの活動状況

等について検証し、地域の実情に応じた体制整備について協議を行う発達障害者支援地域協議会を設置し、活

用することも重要である。

第一 障害福祉サービス及び相談支援等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に関する基本的事項

見直し後の基本指針構成案 （項目は見え消し修正）
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大項目 中項目 見直し内容（案）

四 障害児支援

の提供体制の

確保に関する

基本的考え方

１ 地域支援体制の構

築

２ 保育、保健医療、教

育、就労支援等の関

係機関と連携した支

援

３ 地域社会への参加・

包容（インクルージョ

ン）の推進

１ 地域支援体制の構築（新規に記述）

障害児通所支援等における障害児及びその家族に対する支援について、障害児の障害種別や年齢別等の

ニーズに応じて、身近な場所で提供できるように、地域における支援体制の整備が必要である。

児童発達支援センターについては、障害の重度化・重複化や多様化に対応する専門的機能の強化を図った上

で、地域における中核的な支援施設として位置づけ、障害児通所支援等を実施する事業所と緊密な連携を図り、

重層的な障害児通所支援の体制整備を図ることが必要である。

また、障害児入所施設についても同様に、専門的機能の強化を図った上で、地域において、虐待を受けた障害

児等への対応を含め、様々なニーズに対応する機関としての役割を担う必要がある。特に、短期入所や親子入

所等の実施体制の整備に努める必要がある。

これらの障害児通所支援及び障害児入所支援は、障害児支援の両輪として、相互に連携を取りながら進める

必要があるため、都道府県は、障害児通所支援の広域的な調整及び障害児入所支援の体制整備の双方の観

点から一体的な方針を策定することが必要である。

さらに、障害児に対する障害児通所支援や障害児入所支援から、障害者に対する障害福祉サービスへ円滑に

支援の移行が図られるよう、都道府県と市町村は緊密な連携を図る必要がある。

加えて、障害児通所支援事業所及び障害児入所施設は、障害児に対し、質の高い専門的な発達支援を行う

機関であることから、常に支援の質の向上と支援内容の適正化を図る必要がある。

２ 保育、保健医療、教育、就労支援等の関係機関と連携した支援（新規に記述）

障害児通所支援の体制整備に当たっては、保育所や認定こども園、放課後児童健全育成事業（放課後児童ク

ラブ）等の子育て支援施策との緊密な連携を図ることが重要である。

また、障害児の早期の発見及び支援並びに健全な育成を進めるため、母子保健施策や小児慢性特定疾病施

策との緊密な連携を図るとともに、都道府県及び市町村の障害児支援を担当する部局においては、それぞれの

子育て支援担当部局や保健医療担当部局との連携体制を確保することが必要である。

さらに、障害児支援が適切に行われるために、就学時及び卒業時において、支援が円滑に引き継がれることも

含め、学校、障害児通所支援事業所、障害児入所施設、障害児相談支援事業所、就労移行支援等の障害福

祉サービスを提供する事業所等が緊密な連携を図るとともに、都道府県及び市町村の障害児支援を担当する部

局においては、教育委員会等との連携体制を確保することが必要である。

３ 地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進（新規に記述）

保育所等訪問支援を活用し、障害児通所支援事業所等が保育所や認定こども園、放課後児童健全育成事業

（放課後児童クラブ）、幼稚園、小学校及び特別支援学校等の育ちの場での支援に協力できるような体制を構築

することにより、障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進を図る必要がある。

第一 障害福祉サービス及び相談支援等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に関する基本的事項

見直し後の基本指針構成案 （項目は見え消し修正）

大項目 中項目 見直し内容（案）

四 障害児支援

の提供体制の

確保に関する

基本的考え方

４ 特別な支援が必要

な障害児に対する支

援体制の整備

５ 障害児相談支援の

提供体制の確保

４ 特別な支援が必要な障害児に対する支援体制の整備（新規に記述）

（一） 重症心身障害児に対する支援体制の充実

重症心身障害児が身近な地域にある児童発達支援や放課後等デイサービス等の障害児通所支援等を

受けられるように、地域における課題の整理や地域資源の開発等を行いながら、支援体制の充実を図る。

（二） 医療的ケア児に対する支援体制の充実

医療的ケア児が身近な地域で必要な支援が受けられるように、障害児支援等の充実を図る。さらに、心

身の状況に応じた保健、医療、障害福祉、保育、教育等の各関連分野の支援が受けられるよう、保健所、

病院・診療所、訪問看護ステーション、障害児通所支援事業所、障害児入所施設、障害児相談支援事

業所、保育所、学校等の関係者が連携を図るための協議の場を設けること等により、各関連分野が共通の

理解に基づき協働する総合的な支援体制を構築することが重要である。なお、この場においては、医療的

ケア児の支援が学齢期から成人期に円滑に引き継がれるよう、協議していくことが必要である。

加えて、医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、市町村においては、関連分野の支

援を調整するコーディネーターとして養成された相談支援専門員等の配置を促進することが必要である。こ

のコーディネーターは、医療的ケア児が必要とする多分野にまたがる支援の利用を調整し、総合的かつ包

括的な支援の提供につなげるとともに、協議の場に参画し、地域における課題の整理や地域資源の開発等

を行いながら、医療的ケア児に対する支援のための地域づくりを推進するといった役割を担っている。なお、

市町村単独での配置が困難な場合には、圏域での配置も差し支えない。

（三） 強度行動障害や高次脳機能障害を有する障害児に対する支援体制の充実

強度行動障害や高次脳機能障害を有する障害児に対して、障害児通所支援等において適切な支援が

できるよう、人材育成等を通じて支援体制の整備を図る必要がある。

（四） 虐待を受けた障害児等に対する支援体制の整備

虐待を受けた障害児等に対しては、障害児入所施設において小規模なグループによる支援や心理的ケ

アを提供することにより、障害児の状況等に応じたきめ細やかな支援を行うよう努めることが必要である。

５ 障害児相談支援の提供体制の確保（新規に記述）
障害児相談支援は、障害の疑いがある段階から障害児本人や家族に対する継続的な相談支援を行うとともに、

支援を行うに当たって関係機関をつなぐ中心となる重要な役割を担っている。このため、障害者に対する相談支

援と同様に、障害児相談支援についても質の確保及びその向上を図りながら、支援の提供体制の構築を図る必

要がある。

第一 障害福祉サービス及び相談支援等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に関する基本的事項

見直し後の基本指針構成案 （項目は見え消し修正）
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項目 現行の成果目標 改正後の成果目標（案）

一 福祉施設の入所

者の地域生活への

移行

・平成２５年度末時点の施設入所者数の１２％以上が地域生活

へ移行することを基本とする。

・平成２９年度末の施設入所者数を平成２５年度末時点の施設

入所者数から４％以上削減することを基本とする。

・平成２８年度末時点の施設入所者数の９％以上が地域生活

へ移行することを基本とする。

・平成３２年度末の施設入所者数を平成２８年度末時点の施設

入所者数から２％以上削減することを基本とする。

二 入院中の精神障

害者の地域生活

への移行精神障

害にも対応した地

域包括ケアシステ

ムの構築

・平成２９年度の入院後３か月時点の退院率については６４％以

上とし、入院後１年時点の退院率については、９１％以上とする

ことを基本とする。

・長期在院者数については、平成２９年６月末時点の長期在院者

数を平成２４年６月末時点の数から１８％以上削減することを基

本とする。

・平成３２年度末までに障害保健福祉圏域、市町村ごとの保健・

医療・福祉関係者による協議の場の設置することを基本とする。
市町村単独での設置が困難な場合には、複数市町村による

共同設置であっても差し支えない。

・平成３２年度末の精神病床における１年以上長期入院患者数

（６５歳以上、６５歳未満）を目標値として設定する。

・平成３２年度の精神病床における入院後３か月時点の退院率

は６９％以上、入院後６か月時点の退院率は８４％以上、入院

後１年時点の退院率は９０％以上とすることを基本とする。

三 地域生活支援拠

点等の整備

・平成２９年度末までに各市町村又は各圏域に少なくとも１つを整

備することを基本とする。
・平成３２年度末までに各市町村又は各圏域に少なくとも１つを

整備することを基本とする。

四 福祉施設から一

般就労への移行

等

・平成２４年度の一般就労への移行実績の２倍以上とすることを

基本とする。

・就労移行支援事業の利用者数について、平成２９年度末にお

ける利用者数が平成２５年度末の数の６割以上増加することを

目指す。

・就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上とすることを

目指す。

・平成２８年度の一般就労への移行実績の１．５倍以上とするこ

とを基本とする。

・就労移行支援事業の利用者数について、平成３２年度末にお

ける利用者数が平成２８年度末の数の２割以上増加することを

目指す。

・就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上とすること

を目指す。

・就労定着支援事業による支援開始から1年後の職場定着率を

８割以上とすることを基本とする。

第二 障害福祉サービス、相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業等及び障害児通所支援等の

提供体制の確保に係る目標

見直し後の基本指針構成案 （項目は見え消し修正）

項目 現行の成果目標 改正後の成果目標（案）

五 障害児支援の提

供体制の整備等

（新設） ・平成３２年度までに、児童発達支援センターを各市町村に少

なくとも１カ所以上設置することを基本とする。なお、市町村単

独での設置が困難な場合には、圏域での設置であっても差し

支えない。

・平成３２年度末までに、すべての市町村において、保育所等訪

問支援を利用できる体制を構築することを基本とする。

・主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放

課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１カ所以上

確保することを基本とする。なお、市町村単独での確保が困難

な場合には、圏域での確保であっても差し支えない。

・平成３０年度末までに、各都道府県、各圏域及び各市町村に

おいて、保健・医療・障害福祉・保育・教育等の関係機関が連

携を図るための協議の場を設けることを基本とする。なお、市

町村単独での設置が困難な場合には、都道府県が関与した

上での、圏域での設置であっても差し支えない。

見直し後の基本指針構成案

第二 障害福祉サービス、相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業等及び障害児通所支援等の

提供体制の確保に係る目標

（項目は見え消し修正）
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大項目 中項目 見直し内容（案）

一 障害福祉計

画等の作成に

関する基本的

事項

１ 作成に当たって留意すべき基本的事項
(一)障害者等の参加
(二）地域社会の理解の促進
(三)総合的な取組

２ 障害福祉計画等の作成のための体制の整備
(一)障害福祉計画等作成委員会等の開催
(二）市町村及び都道府県の関係部局相互間の連携
(三)市町村と都道府県との間の連携

３ 障害者等のサービスの利用実態及びニーズの把握

４ 障害児の子ども・子育て支援等の利用ニーズの把握及

びその提供体制の整備

４５ 区域の設定

５６ 住民の意見の反映

６７ 他の計画との関係

７８ 定期的な調査、分析及び評価並びに必要な措置

４ 障害児の子ども・子育て支援等の利用ニーズの把握及びその提供

体制の整備（新規に記述）

都道府県及び市町村は、障害児の子ども・子育て支援等の利用

ニーズについて、障害児通所支援等を利用する障害児の保護者に調

査を行う等により把握し、都道府県及び市町村において利用ニーズを

満たせる定量的な目標を示した上で、子ども・子育て支援等の利用を

希望する障害児が希望に沿った利用ができるよう、保育所や認定こど

も園、放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）等における障害

児の受入れの体制整備を行うものとする。

二 市町村障害

福祉計画及

び市町村障

害児福祉計

画の作成に関

する事項

１ 障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業
並びに障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体
制の確保に係る目標に関する事項

２ 各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談
支援又は指定計画相談支援等及び指定通所支援等の
種類ごとの必要な量の見込み及びその見込量の確保の
ための方策
（一）各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相
談支援又は指定計画相談支援等及び指定通所支援
等の種類ごとの必要な量の見込み

２（一）各年度における指定障害福祉サービス等及び指定通所支援等

の種類ごとの必要な量の見込み（以下の記述を追加）

指定障害福祉サービスの種類ごとの必要な量の見込みの設定にあ

たっては、障害児に対する障害児通所支援や障害児入所支援から

障害者に対する障害福祉サービスへ円滑に支援の移行を図ることを

考慮しながら設定することが必要である。

特に、障害児入所支援から障害福祉サービスへの支援の移行に当

たっては、市町村は都道府県と連携し、障害児入所施設や障害福祉

サービス事業所等と協力しながら、障害児が指定障害児入所施設等

へ入所した後から、退所後の支援を見据え、連絡調整を図っていくこ

とが必要である。

第三 障害福祉計画等の作成に関する事項

見直し後の基本指針構成案 （項目は見え消し修正）

大項目 中項目 見直し内容（案）

二 市町村障害福

祉計画及び市町

村障害児福祉計

画の作成に関す

る事項

（二）指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は

指定計画相談支援等及び指定通所支援等の種類

ごとの必要な見込量の確保のための方策

（三）地域生活支援拠点等の整備

（四）圏域単位を標準とした指定障害福祉サービス及

び指定通所支援の見通し及び並びに計画的な基盤

整備の方策

３ 市町村の地域生活支援事業の実施に関する事項

４ 指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指

定計画相談支援及び地域生活支援事業の提供体制

の確保に係る医療機関、教育機関、公共職業安定所

その他の職業リハビリテーションの措置を実施する機

関その他の関係機関との連携に関する事項

（一）指定障害福祉サービス等及び地域生活支援事業

の提供体制の確保に係る医療機関、教育機関、公

共職業安定所その他の職業リハビリテーションの措

置を実施する機関その他の関係機関との連携に関

する事項

（二）指定通所支援等の提供体制の確保に係る医療

機関、教育機関その他の関係機関との連携に関す

る事項

２（二）指定障害福祉サービス等及び指定通所支援等の種類ごとの必

要な見込量の確保のための方策（以下の記述を追加）

指定通所支援等については、指定通所支援等の事業を行う意向を

有する者に対して、障害児に対する質の高い専門的な発達支援を行

うことを徹底した上で、事業者の確保に努めることが必要である。

２（三）地域生活支援拠点等の整備（以下の記述を追加）

各地域においてどのような体制を構築するか等、目指すべき地域生

活支援拠点等の整備方針を検討するため、協議会等を十分に活用

することが必要である。

また、当該整備方針を踏まえ、障害者等の生活を地域全体で支え

る核として地域生活支援拠点等を機能させるためには、運営上の課

題の共有や関係者への研修の実施等、地域生活支援拠点等に関与

する全ての機関及び人材の有機的な結びつきを強化するとともに、整

備方針や必要な機能が各地域の実情に適しているかといった観点や、

地域における課題に対応できるかという観点から、中長期的に必要な

機能を見直し、その強化を図るため、十分に検証及び検討を行うこと

が必要である。

なお、第四期障害福祉計画の期間中に地域生活支援拠点等の整

備を行わなかった市町村又は圏域においては、既に整備が進んでい

る地域の事例等も参考とし、地域におけるニーズの把握や課題の整

理を早期に行い、積極的な整備に努める必要がある。

４（二）指定通所支援等の提供体制の確保に係る医療機関、教育機関

その他の関係機関との連携に関する事項（新規に記述）

目標達成に向けて、障害保健福祉の観点からのみならず、保健、

医療、児童福祉、教育等の分野を超えた総合的な取組が不可欠で

あり、医療機関、教育機関その他の関係機関と連携することが必要で

ある。

第三 障害福祉計画等の作成に関する事項

見直し後の基本指針構成案 （項目は見え消し修正）
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大項目 中項目 見直し内容（案）

三 都道府県障害

福祉計画等の作

成に関する事項

１ 障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事

業並びに障害児通所支援等の提供体制の確保に係

る目標に関する事項

２ 区域ごとの各年度の指定障害福祉サービス、指定地

域相談支援又は指定計画相談支援等及び指定通

所支援等の種類ごとの必要な量の見込み及びその

並びに指定障害福祉サービス等及び指定通所支援

の見込量の確保のための方策

（一）各年度における指定障害福祉サービス、指定地

域相談支援又は指定計画相談支援等及び指定通

所支援等の種類ごとの必要な量の見込み

（二）指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は

指定計画相談支援等及び指定通所支援等の種類

ごとの必要な見込量の確保のための方策

（三）地域生活支援拠点等の整備及び市町村の支援

等

（四）圏域単位を標準とした指定障害福祉サービス及

び指定通所支援の見通し及び計画的な基盤整備

の方策

３ 各年度の指定障害者支援施設及び指定障害児入

所施設等の必要入所定員総数

２（二）指定障害福祉サービス等及び指定通所支援等の種類ごとの必

要な見込量の確保のための方策（以下の記述を追加）

指定通所支援等については、指定通所支援等の事業を行う者に対

して、障害児に対する質の高い専門的な発達支援を行うことを徹底し

た上で、事業者の確保に努めることが必要である。

２（三）地域生活支援拠点等の整備及び市町村の支援等（以下の記述

を追加）

第四期障害福祉計画の期間中に地域生活支援拠点等の整備を行

わなかった市町村及び圏域に対して、整備に向けた検討を早期に行

うよう促す必要がある。

３ 各年度の指定障害者支援施設及び指定障害児入所施設等の必

要入所定員総数（以下の記述を追加）

指定障害児入所施設等の必要入所定員総数については、障害児に

対する障害児入所支援から障害者に対する障害福祉サービスへ円滑

に支援の移行を図ることを考慮しながら設定することが必要である。

このため、都道府県は市町村と連携し、障害児入所施設や障害福祉

サービス事業所等と協力しながら、指定障害児入所施設等に入所が

必要な障害児のニーズを把握し、地域の実情を踏まえて設定するとと

もに、障害児が指定障害児入所施設等へ入所した後から、退所後の

支援を見据え、連絡調整を図っていくことが必要である。

第三 障害福祉計画等の作成に関する事項

見直し後の基本指針構成案 （項目は見え消し修正）

大項目 中項目 見直し内容（案）

三 都道府県障害

福祉計画等の作

成に関する事項

４ 指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指

定計画相談支援等及び指定通所支援等に従事する者

の確保又は資質の向上並びに指定障害者支援施設及

び指定障害児入所施設等の施設障害福祉サービスの

質の向上のために講ずる措置

（一）サービスの提供に係る人材の研修

４（一）サービス提供に係る人材の研修（以下の記述を追加）

都道府県は、サービス管理責任者、児童発達支援管理責任者及び

相談支援専門員に対して、サービス管理責任者養成研修や、児童発

達支援管理責任者研修、相談支援従事者研修等の研修を十分に実

施することが必要である。また、サービスの直接の担い手である居宅介

護従事者の養成等についても、障害者等の特性に応じた支援を提供

可能な人材を確保できるよう、居宅介護職員初任者研修に加え、重度

訪問介護従業者養成研修や、同行援護従業者養成研修、行動援護

従業者養成研修等の研修を十分に実施することが必要である。

相談支援専門員に向けた研修を行うに当たっては、難病患者等や重

症心身障害児者、医療的ケア児等の特性に応じた適切な支援につい

ても十分に理解が図られるようなものとすることが重要である。さらに、

適切な支援の提供が障害者等の自立及び社会参加に資することも踏

まえ、地域生活支援事業における障害者相談支援事業及び介護給付

費等の支給決定事務に係る業務を適切かつ主体的に実施するため、

市町村職員に対して相談支援従事者研修の受講を促すことが望まし

い。

都道府県は、教育委員会等の教育担当部局と連携し、例えば、学校

訪問を行い障害福祉に係る仕事を紹介する等により、若年層における

障害福祉サービスに係る理解を促進する取組や、都道府県福祉人材

センターと連携し、福祉人材の無料職業紹介を行う等の取組を通じ、

障害福祉サービス等支援に係る人材の確保を支援することが望ましい。

第三 障害福祉計画等の作成に関する事項

見直し後の基本指針構成案 （項目は見え消し修正）
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大項目 中項目 見直し内容（案）

三 都道府県障害

福祉計画等の作

成に関する事項

（二）指定障害福祉サービス等支援の事業者に対する

第三者の評価

（三）障害者等に対する虐待の防止

５ 都道府県の地域生活支援事業の実施に関する事項
６ 区域ごとの指定障害福祉サービス又は指定地域相
談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係
る医療機関、教育機関、公共職業安定所その他の職
業リハビリテーションの措置を実施する機関その他の関
係機関との連携に関する事項
（一）区域ごとの指定障害福祉サービス又は指定地域

相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確

保に係る医療機関、教育機関、公共職業安定所そ

の他の職業リハビリテーションの措置を実施する機

関その他の関係機関との連携に関する事項

（二）区域ごとの指定通所支援の提供体制の確保に係

る医療機関、教育機関その他の関係機関との連携

に関する事項

４（二）指定障害福祉サービス等支援の事業者に対する第三者の評価

（以下の記述を追加）

障害者総合支援法等一部改正法の成立により、障害福祉サービス

等情報公表制度が創設されたことを踏まえ、当該制度の活用により、

障害福祉サービス等又は障害児通所支援等を利用する障害者等が

個々のニーズに応じて良質なサービスを選択できるようにするとともに、

事業者によるサービスの質の向上を図ることが重要である。このため、

都道府県においては、事業者に対して制度の周知を図るとともに、より

多くの利用者や相談支援専門員等が当該制度を活用できるよう、利活

用しやすい仕組み作りや普及及び啓発に向けた取組を実施していくこと

が必要である。

６（二）区域ごとの指定通所支援の提供体制の確保に係る医療機関、

教育機関その他の関係機関との連携に関する事項（新規に記述）

目標達成に向けて、障害保健福祉の観点からのみならず、保健、医

療、児童福祉、保育、教育等の分野を超えた総合的な取組が不可欠

であり、医療機関、教育機関その他の関係機関と連携することが必要

である。

「障害者等に対する虐待の防止」については、「第四 その他自立支援

給付及び地域生活支援事業並びに障害児通所支援等の円滑な実

施を確保するために必要な事項（新設）」に移動

四 障害児支援の

ための計画的な

基盤整備

１ 児童発達支援センター及び障害児入所施設を中核
とした地域支援体制の整備
２ 子育て支援に係る施策との連携
３ 教育との連携
４ 特別な支援が必要な障害児に対する支援体制の整備

５ 障害児通所支援及び障害児入所支援の一体的な方針策定

「第一 四 障害児支援の提供体制の確保に関する基本的考え方」に

移動

五四 その他 １ 障害福祉計画等の作成の時期

２ 障害福祉計画等の期間

３ 障害福祉計画等の公表

・基本的に現行の内容に同じ

見直し後の基本指針構成案

第三 障害福祉計画等の作成に関する事項

（項目は見え消し修正）

大項目 中項目 見直し内容（案）

一 障害者等に

対する虐待の

防止

（「第三 三 （三）障害者等に対する虐待の防止」から記述を移動の上、以下の記述を追加）

次に掲げる点に配慮し、障害者等に対する虐待事案を効果的に防止することが必要である。

１ 相談支援専門員及びサービス管理責任者等による虐待事案の未然防止及び早期発見（新規に記述）

都道府県及び市町村においては、虐待事案を未然に防止する観点から、相談支援専門員、サービス管理責任

者又は児童発達支援管理責任者等に対し、常日頃から虐待防止に関する高い意識を持ち、障害者等及びその

養護者の支援に当たるとともに、虐待の早期発見及び虐待と疑われる事案を発見した場合の速やかな通報を求

めることが必要である。また、指定障害福祉サービス事業所等及び指定通所支援事業所等の設置者・管理者に

対し、障害者等虐待防止研修受講の徹底及び虐待を防止するための委員会の設置を促すなど、各種研修や指

導監査などあらゆる機会を通じて指導助言を継続的に行うことが重要である。特に、継続サービス利用支援により、

居宅や施設等への訪問を通じて障害者等やその世帯の状況等を把握することが可能であることに鑑み、相談支

援事業者に対し、訪問による相談支援の機会等を通じた虐待の早期発見及び市町村との連携の重要性について

周知を図る必要がある。

２ 一時保護に必要な居室の確保（新規に記述）

市町村においては、虐待を受けた障害者等の保護及び自立支援を図るため、一時保護に必要な居室を確保す

る観点から地域生活支援拠点を活用するとともに、都道府県においては、必要に応じて、一時保護のために必要

な居室の確保について市町村域を超えた広域的な調整を行うこととする。

３ 指定障害児入所支援に従事する職員への研修（新規に記述）

指定障害児入所支援については、児童福祉法に基づき、被措置児童等虐待対応が図られるが、指定障害福祉

サービス事業所等及び指定通所支援事業所等と同様に、入所児童に対する人権の擁護、虐待の防止等のため、

職員に対する研修等の実施が必要である。

４ 権利擁護の取組（以下の記述を追加）

障害者等の権利擁護の取組を行うに当たっては、成年後見制度の利用の促進に関する法律を踏まえ、各市町

村において作成に努めることとされている市町村成年後見制度利用促進基本計画との整合性が保たれるようにす

ることが望ましい。

第四 その他自立支援給付及び地域生活支援事業並びに障害児通所支援等の円滑な実施を確保するために必要な事項（新設）

見直し後の基本指針構成案 （項目は見え消し修正）
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大項目 中項目 見直し内容（案）

二 意思決定支

援の促進

（新規に記述）

都道府県は、意思決定支援の質の向上を図るため、相談支援専門員やサービス管理責任者の研修等の機会を通

じて、意思決定支援ガイドライン等を活用した研修を実施するとともに、事業者や成年後見の担い手を含めた関係者

に対して普及を図るように努める必要がある。

三 障害者等の

芸術文化活動

支援による社

会参加等の促

進

（新規に記述）

都道府県及び市町村においては、国との連携を図りながら、障害者の芸術文化活動の振興を図ることにより、障害

者等の社会参加や障害者等に対する理解を促進していくことが重要である。このため、相談支援や人材育成、発表の

機会、住民の参加機会の確保等の芸術文化活動の支援を行うことが望ましい。

四 障害を理由と

する差別の解

消

（新規に記述）

共生社会を実現するためには、日常生活や社会生活における障害者等の活動を制限し、社会への参加を制約して

いる社会的障壁を取り除くことが重要であり、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律では、障害者等に対

する不当な差別的取扱い及び合理的配慮の不提供を差別と規定するとともに、対象となる障害者等は、いわゆる障

害者手帳の所持者に限られるものではないこととしている。

都道府県及び市町村は、障害を理由とする差別の解消を妨げている諸要因の解消を図るための啓発活動などを行

う必要があるとともに、指定障害福祉サービス等支援の事業者をはじめとする福祉分野の事業者は、障害を理由とす

る差別を解消するための取組を行うに当たり、厚生労働省が作成した「福祉分野における事業者が講ずべき障害を理

由とする差別を解消するための措置に関する対応指針」を踏まえ、必要かつ合理的な配慮などについて、具体的場

面や状況に応じて柔軟に対応することが期待される。

第四 その他自立支援給付及び地域生活支援事業並びに障害児通所支援等の円滑な実施を確保するために必要な事項（新設）

見直し後の基本指針構成案 （項目は見え消し修正）

大項目 中項目 見直し内容（案）

五 障害福祉サー

ビス等及び障害

児通所支援等を

提供する事業者

における利用者

の安全確保に向

けた取組や事業

所における研修

等の充実

（新規に記述）

障害福祉サービス事業所等及び障害児通所支援等を提供する事業所においては、地域共生社会の考え方に基づ

き、地域に開かれた施設となるべきというこれまでの方向性を堅持し、平常時からの地域住民や関係機関との緊密な

関係性の構築等を通じ、利用者の安全確保に向けた取組を進めることが重要であり、都道府県及び市町村はその支

援を行うことが必要である。また、それらの取組の際には、日常的な地域とのつながりが発災時における障害者等の安

全確保につながるとともに、一方で、障害福祉サービス事業所等及び障害児通所支援等を提供する事業所が発災

時には福祉避難所として地域の安全提供の拠点となることも踏まえた上で、防災対策とともに考えていくことも必要で

ある。

障害福祉サービス等及び障害児通所支援等を利用する障害者等が安心して生活できるように、権利擁護の視点を

含めた職員への研修を充実することや、職員が過重な労働負担等により精神的に孤立することなく、いきいきと障害

者等への支援に従事できるようにするため、職員の処遇改善等により職場環境の改善を進めていくことが必要である。

第四 その他自立支援給付及び地域生活支援事業並びに障害児通所支援等の円滑な実施を確保するために必要な事項（新設）

見直し後の基本指針構成案 （項目は見え消し修正）
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